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(57)【要約】
【課題】本発明は、表示ムラの少ない強誘電性液晶を用
いた液晶表示素子を短時間で作製することが可能な、強
誘電性液晶用基板および強誘電性液晶用ＴＦＴ基板を提
供することを主目的とする。
【解決手段】本発明は、基板と、上記基板上に形成され
た共通電極と、上記共通電極上にストライプ状に形成さ
れた複数のスペーサー部と、を有する強誘電性液晶用基
板であって、上記スペーサー部に強誘電性液晶が流通可
能な切り欠き部が形成されていることを特徴とする強誘
電性液晶用基板を提供することにより、上記課題を解決
するものである。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　基板と、前記基板上に形成された共通電極と、前記共通電極上にストライプ状に形成さ
れた複数のスペーサー部と、を有する強誘電性液晶用基板であって、
　前記スペーサー部に強誘電性液晶が流通可能な切り欠き部が形成されていることを特徴
とする、強誘電性液晶用基板。
【請求項２】
　前記基板と、前記共通電極との間に複数の着色層を有するカラーフィルター層が形成さ
れており、前記スペーサー部が前記共通電極上であり、かつ、前記着色層の境界上に形成
されていることを特徴とする、請求項１に記載の強誘電性液晶用基板。
【請求項３】
　前記スペーサー部および前記共通電極上に、強誘電性液晶に対して配向規制力を有する
配向層が形成されていることを特徴とする、請求項１または請求項２に記載の強誘電性液
晶用基板。
【請求項４】
　請求項３に記載の強誘電性液晶用基板、および、基板と、前記基板上に形成され、複数
のＴＦＴ電極および前記ＴＦＴ電極に接続された画素電極を有するＴＦＴ電極層と、前記
ＴＦＴ電極層上に形成され、強誘電性液晶に対する配向規制力を有する対向配向層と、を
有するＴＦＴ電極側基板が、前記配向層と前記対向配向層とが対向するように配置されて
おり、かつ、前記強誘電性液晶用基板および前記ＴＦＴ電極側基板の間に強誘電性液晶を
含有する液晶層が形成されていることを特徴とする、液晶表示素子。
【請求項５】
　基板と、前記基板上に形成され、複数のＴＦＴ電極および前記ＴＦＴ電極に接続された
画素電極を有するＴＦＴ電極層と、前記画素電極の境界上にストライプ状に形成された複
数のスペーサー部と、を有する強誘電性液晶用ＴＦＴ基板であって、
　前記スペーサー部に強誘電性液晶が流通可能な切り欠き部が形成されていることを特徴
とする、強誘電性液晶用ＴＦＴ基板。
【請求項６】
　前記スペーサー部および前記ＴＦＴ電極層上に、強誘電性液晶に対して配向規制力を有
する配向層が形成されていることを特徴とする、請求項５に記載の強誘電性液晶用ＴＦＴ
基板。
【請求項７】
　請求項６に記載の強誘電性液晶用ＴＦＴ基板、および、基板と、前記基板上に形成され
た共通電極と、前記共通電極上に形成され、強誘電性液晶に対する配向規制力を有する対
向配向層と、を有する対向基板が、前記配向層と前記対向配向層とが対向するように配置
されており、かつ、前記強誘電性液晶用ＴＦＴ基板および対向基板の間に強誘電性液晶を
含有する液晶層が形成されていることを特徴とする、液晶表示素子。
【請求項８】
　請求項３に記載の強誘電性液晶用基板、および、基板と、前記基板上に形成され、複数
のＴＦＴ電極および前記ＴＦＴ電極に接続された画素電極を有するＴＦＴ電極層と、前記
ＴＦＴ電極層上に形成され、強誘電性液晶に対する配向規制力を有する対向配向層と、を
有するＴＦＴ電極側基板を用い、
　前記強誘電性液晶用基板の前記スペーサー部間に強誘電性液晶を滴下することにより、
強誘電性液晶を充填する液晶充填工程と、
　前記強誘電性液晶が充填された強誘電性液晶用基板と、前記ＴＦＴ電極側基板とを減圧
雰囲気下において貼り合わせる基板貼り合わせ工程と、
　前記強誘電性液晶を配列させる液晶配列工程と、を有することを特徴とする、液晶表示
素子の製造方法。
【請求項９】
　請求項６に記載の強誘電性液晶用ＴＦＴ基板、および、基板と、前記基板上に形成され
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た共通電極と、前記共通電極上に形成され、強誘電性液晶に対する配向規制力を有する対
向配向層と、を有する対向基板を用い、
　前記強誘電性液晶用ＴＦＴ基板の上記スペーサー部間に強誘電性液晶を滴下することに
より、強誘電性液晶を充填する液晶充填工程と、
　前記強誘電性液晶が充填された強誘電性液晶用ＴＦＴ基板と、前記対向基板とを減圧雰
囲気下において貼り合わせる基板貼り合わせ工程と、
　前記強誘電性液晶を配列させる液晶配列工程と、を有することを特徴とする、液晶表示
素子の製造方法。
【請求項１０】
　前記液晶充填工程が、インクジェット法により前記強誘電性液晶を滴下するものである
ことを特徴とする、請求項８または請求項９に記載の液晶表示素子の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、強誘電性液晶を用いた液晶表示素子に用いられる強誘電性液晶用基板、強誘
電性液晶用ＴＦＴ基板、これらの基板を用いた液晶表示素子、および、液晶表示素子の製
造方法に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　近年、パーソナルコンピューターの発達、特に携帯用パーソナルコンピューターの発達
に伴って液晶表示装置の需要が増加している。また、最近においては家庭用の液晶テレビ
の普及率も高まっており、益々液晶表示装置の市場は拡大する状況にある。さらに近年普
及している液晶表示装置は大画面化の傾向があり、特に家庭用の液晶テレビに関してはそ
の傾向が強くなってきている。このような状況下、液晶表示装置についてはさらなる表示
品質の向上や新しい機能性の付与を目的とした研究が急速に行われている。
【０００３】
　現在、主流となっている液晶表示装置は、ＴＦＴ電極および画素電極を有するＴＦＴ電
極側基板およびカラーフィルター層を備えるカラーフィルター側基板を用いてカラー表示
を行うものであり、通常、上記ＴＦＴ電極側基板と、上記カラーフィルター側基板との間
に液晶材料が封入された構成を有している。そして、このような液晶表示装置は、上記液
晶材料の配列形態により、ＴＮ、ＳＴＮ、ＭＶＡ、ＩＰＳおよびＯＣＢ等の複数の種類に
分類される。なかでも今日においては、上記ＴＮ、ＳＴＮおよびＭＶＡが広く普及するに
至っている。
　その一方で、現在主流である上記駆動方式を有する液晶表示装置は、液晶材料の応答速
度が数ｍｓ～数十ｍｓであることから、従来のＣＲＴや近年普及が拡大しているＰＤＰ等
の表示装置と比較して、動画の表示性能に劣るという点が以前より指摘されている。
【０００４】
　このような中、近年、応答速度が速い液晶材料として強誘電性液晶が着目されている。
強誘電性液晶は、応答速度がμｓオーダーと、現在主流である液晶材料よりも極めて速い
ことから、ＣＲＴやＰＤＰに匹敵する動画表示適性を備えることができると期待されてい
る。
【０００５】
　上記強誘電性液晶は、当初電圧非印加時に安定状態を二つ有する双安定性を示し、階調
表示ができないものしか知られていなかった。しかしながら、近年では電圧非印加時の液
晶層の状態がひとつの状態で安定化し（以下、これを「単安定」と称する。）、電圧変化
により液晶のダイレクタ(分子軸の傾き)を連続的に変化させて階調表示が可能であるもの
が知られているに至っている（非特許文献１、図１８）。このような単安定性を示すこと
ができる強誘電性液晶としては、降温過程においてコレステリック相（Ｃｈ）－カイラル
スメクチックＣ（ＳｍＣ＊）相と相変化し、スメクチックＡ（ＳｍＡ）相を経由しない材
料と、降温過程においてＣｈ－ＳｍＡ－ＳｍＣ＊と相変化し、ＳｍＡ相を経由してＳｍＣ
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＊相を示す材料とが知られている。図１９）。
　したがって、上記単安定性を示す強誘電性液晶を用いることにより、動画表示に優れた
液晶表示装置を得ることができるが、一方で、上記強誘電性液晶はネマチック液晶に比べ
て分子の秩序性が高いために配向が難しく、ジグザグ欠陥やヘアピン欠陥と呼ばれる欠陥
が発生しやすいという実用上の困難性が残っている。
　このようなことから、強誘電性液晶を用いて液晶表示装置を作製する際には、強誘電性
液晶を、その配列性を損なわないように基板間に封入することが重要な技術的課題となっ
ている。
【０００６】
　ところで、液晶表示装置を作製する際に基板間に液晶を封入する方法としては、従来、
「真空注入方式」が主流となっていた。しかしながら、「真空注入方式」は時間がかかる
という欠点や、液晶注入量が制御できないという問題点があることから、近年の大画面液
晶表示装置においては、上記「真空注入方式」に替わって、「ＯＤＦ（Ｏｎｅ　Ｄｒｏｐ
　Ｆｉｌｌ）方式」が用いられるようになっている。ＯＤＦ方式とは、図２０にその概略
を示すように、基板１０１上に配向膜１０２が形成された液晶表示装置用基板１００を用
い（図２０（ａ））、上記配向膜１０２上に形成したのシール材１０３で囲まれた領域内
に、液晶材料からなる液滴１０４を複数滴下し（図２０（ｂ））、その後、当該液晶表装
置用基板１００を真空下において、基板１１１上に配向膜１１２が形成された他の基板１
１０と貼り合わせることにより（図２０（ｃ））、基板間に液晶を封入する方法である（
図２０（ｄ））。
　このようなＯＤＦ方式は、大画面の液晶表示装置の作製に際しても、短時間で液晶を封
入することが可能であることから、上記「真空注入方式」に替わり今日の主流になりつつ
ある。
【０００７】
　しかしながら、上記ＯＤＦ方式を強誘電性液晶に適用すると、基板の貼り合わせ時に液
滴どうしが接触する部位において強誘電性液晶の配列性が損なわれてしまうという問題点
がある。これは、上述したように強誘電性液晶が分子の秩序性が高いことに起因するもの
であり、強誘電性液晶に特有の問題である。
　このような問題点に対し、特許文献１には上記ＯＤＦ方式を応用し、上記基板間のギャ
ップを調整するスペーサー部をストライプ状に形成し、上記スペーサー部の間にインクジ
ェット法により連点状に強誘電性液晶の液滴を滴下する方法が開示されている。
　このような方法は、上述したＯＤＦ方式において配向の乱れが生じる液滴どうしの接触
部をなくすことができるため、強誘電性液晶を用いた場合であっても良好な配列状態で封
入することが可能となる点において有用である。
　しかしながら、上記スペーサー部間に滴下された強誘電性液晶は、隣接する他のスペー
サー部間と完全に隔離されているため、各スペーサー間に滴下される強誘電性液晶の滴下
量にバラツキがあると、作製された液晶表示装置にストライプ状の表示ムラが視認されて
しまうという問題点があった。
【０００８】
　このようなことから、強誘電性液晶は動画表示性に優れるという利点を有するものの、
このような強誘電性液晶を用いて、短時間で表示ムラの少ない液晶表示装置を作製するこ
とは困難であった。
【０００９】
【特許文献１】特開２００６－３０９０６６号公報
【非特許文献１】NONAKA, T., LI, J., OGAWA, A., HORNUNG, B., SCHMIDT, W.,  WINGEN
, R., and DUBAL, H., 1999, Liq. Cryst., 26, 1599.
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１０】
　本発明は、このような問題点に鑑みてなされたものであり、表示ムラの少ない強誘電性
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液晶を用いた液晶表示素子を、短時間で作製することが可能な強誘電性液晶用基板および
強誘電性液晶用ＴＦＴ基板を提供することを主目的とするものである。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　上記課題を解決するために本発明は、基板と、上記基板上に形成された共通電極と、上
記共通電極上にストライプ状に形成された複数のスペーサー部と、を有する強誘電性液晶
用基板であって、上記スペーサー部に強誘電性液晶が流通可能な切り欠き部が形成されて
いることを特徴とする強誘電性液晶用基板を提供する。
【００１２】
　本発明によれば、上記スペーサー部に切り欠き部が形成されていることにより、本発明
の強誘電性液晶用基板を用いて液晶表示素子を作製する際に、上記スペーサー部間に滴下
された強誘電性液晶が切り欠き部に流入することができる。
　このため、本発明の強誘電性液晶用基板を用いて液晶表示素子を作製する際に、仮に各
スペーサー部間に滴下される強誘電性液晶量にバラツキが生じたとしても、上記強誘電性
液晶が上記切り欠き部へ流入することによってバラツキを低減することができる。
　したがって、本発明の強誘電性液晶用基板を用いることにより、例えば、ＯＤＦ方式で
液晶表示素子を作製する場合であっても、各スペーサー間に封入される強誘電性液晶量の
バラツキを少なくすることができる。
　このようなことから、本発明によれば表示ムラの少ない強誘電性液晶を用いた液晶表示
素子を短時間で作製することが可能な、強誘電性液晶用基板を得ることができる。
【００１３】
　本発明においては、上記基板と上記共通電極との間に複数の着色層を有するカラーフィ
ルター層が形成されており、上記スペーサー部が上記共通電極上であり、かつ、上記着色
層の境界上に形成されていることが好ましい。このようなカラーフィルター層を有するこ
とにより、本発明の強誘電性液晶用基板をカラーフィルター方式によってカラー表示が行
われる液晶表示素子に好適に用いられるものにできるからである。
【００１４】
　さらに本発明においては、上記スペーサー部および上記共通電極上に、強誘電性液晶に
対して配向規制力を有する配向層が形成されていることが好ましい。このような配向層が
形成されていることにより、本発明の強誘電性液晶用基板を用いて液晶表示素子を作製す
る際に、液晶表示素子の製造工程を簡略化することができるからである。
【００１５】
　また本発明は、上記本発明に係る強誘電性液晶用基板、および、基板と、上記基板上に
形成され、複数のＴＦＴ電極および上記ＴＦＴ電極に接続された画素電極を有するＴＦＴ
電極層と、上記ＴＦＴ電極層上に形成され、強誘電性液晶に対する配向規制力を有する対
向配向層と、を有するＴＦＴ電極側基板が、上記配向層と上記対向配向層とが対向するよ
うに配置されており、かつ、上記強誘電性液晶用基板および上記ＴＦＴ電極側基板の間に
強誘電性液晶を含有する液晶層が形成されていることを特徴とする液晶表示素子を提供す
る。
【００１６】
　本発明によれば、上記本発明に係る強誘電性液晶用基板が用いられていることにより、
強誘電性液晶が用いられた液晶表示素子であって、短時間で製造可能であり、かつ、表示
ムラの少ない液晶表示素子を得ることができる。
【００１７】
　また上記課題を解決するために、本発明は、基板と、上記基板上に形成され、複数のＴ
ＦＴ電極および上記ＴＦＴ電極に接続された画素電極を有するＴＦＴ電極層と、上記画素
電極の境界上にストライプ状に形成された複数のスペーサー部と、を有する強誘電性液晶
用ＴＦＴ基板であって、上記スペーサー部に強誘電性液晶が流通可能な切り欠き部が形成
されていることを特徴とする強誘電性液晶用ＴＦＴ基板を提供する。
【００１８】
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　本発明によれば、上記スペーサー部に切り欠き部が形成されていることにより、本発明
の強誘電性液晶用ＴＦＴ基板を用いて液晶表示素子を作製する際に、上記スペーサー部間
に滴下された強誘電性液晶が切り欠き部に流入することができる。
　このため、本発明の強誘電性液晶用ＴＦＴ基板を用いて液晶表示素子を作製する際に、
仮に各スペーサー部間に滴下される強誘電性液晶量にバラツキが生じたとしても、上記強
誘電性液晶が上記切り欠き部へ流入することによってバラツキを低減することができる。
　したがって、本発明の強誘電性液晶用ＴＦＴ基板を用いることにより、例えば、ＯＤＦ
方式で液晶表示素子を作製する場合であっても、各スペーサー間に封入される強誘電性液
晶量のバラツキを少なくすることができる。
　このようなことから、本発明によれば表示ムラの少ない強誘電性液晶を用いた液晶表示
素子を短時間で作製することが可能な、強誘電性液晶用ＴＦＴ基板を得ることができる。
【００１９】
　本発明においては、上記スペーサー部および上記ＴＦＴ電極層上に、強誘電性液晶に対
する配向規制力を有する配向層が形成されていることが好ましい。このような配向層が形
成されていることにより、本発明の強誘電性液晶用ＴＦＴ基板を用いて液晶表示素子を作
製する際に、製造工程を簡略化することができるからである。
【００２０】
　また本発明は、上記本発明に係る強誘電性液晶用ＴＦＴ基板、および、基板と、上記基
板上に形成された共通電極と、上記共通電極上に形成され、強誘電性液晶に対する配向規
制力を有する対向配向層と、を有する対向基板が、上記配向層と上記対向配向層とが対向
するように配置されており、かつ、上記強誘電性液晶用ＴＦＴ基板および対向基板の間に
強誘電性液晶を含有する液晶層が形成されていることを特徴とする液晶表示素子を提供す
る。
【００２１】
　本発明によれば、上記本発明に係る強誘電性液晶用ＴＦＴ基板が用いられていることに
より、強誘電性液晶が用いられた液晶表示素子であって、短時間で製造可能であり、かつ
、ムラの少ない液晶表示素子を得ることができる。
【００２２】
　また、本発明は、上記本発明に係る強誘電性液晶用基板、および、基板と、上記基板上
に形成され、複数のＴＦＴ電極および上記ＴＦＴ電極に接続された画素電極を有するＴＦ
Ｔ電極層と、上記ＴＦＴ電極層上に形成され、強誘電性液晶に対する配向規制力を有する
対向配向層と、を有するＴＦＴ電極側基板を用い、上記強誘電性液晶用基板の上記スペー
サー部間に強誘電性液晶を滴下することにより、強誘電性液晶を充填する液晶充填工程と
、
　上記強誘電性液晶が充填された強誘電性液晶用基板と、上記ＴＦＴ電極側基板とを減圧
雰囲気下において貼り合わせる基板貼り合わせ工程と、上記強誘電性液晶を配列させる液
晶配列工程と、を有することを特徴とする液晶表示素子の製造方法を提供する。
【００２３】
　本発明の液晶表示素子の製造方法によれば、上記本発明に係る強誘電性液晶用基板が用
いられていることにより、短時間で、ムラの少ない液晶表示素子を製造することができる
。
【００２４】
　さらに、本発明は、上記本発明に係る強誘電性液晶用ＴＦＴ基板、および、基板と、上
記基板上に形成された共通電極と、上記共通電極上に形成され、強誘電性液晶に対する配
向規制力を有する対向配向層と、を有する対向基板を用い、上記強誘電性液晶用ＴＦＴ基
板の上記スペーサー部間に強誘電性液晶を滴下することにより、強誘電性液晶を充填する
液晶充填工程と、上記強誘電性液晶が充填された強誘電性液晶用ＴＦＴ基板と、上記対向
基板とを減圧雰囲気下において貼り合わせる基板貼り合わせ工程と、上記強誘電性液晶を
配列させる液晶配列工程と、を有することを特徴とする液晶表示素子の製造方法。
【００２５】
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　本発明の液晶表示素子の製造方法によれば、上記本発明に係る強誘電性液晶用ＴＦＴ基
板が用いられていることにより、短時間で、ムラの少ない液晶表示素子を製造することが
できる。
【００２６】
　本発明においては、上記液晶充填工程が、インクジェット法により上記強誘電性液晶を
滴下するものであることが好ましい。インクジェット法によって強誘電性液晶を滴下する
ことによって、さらにムラの少ない液晶表示素子を製造することができるからである。
【発明の効果】
【００２７】
　本発明は、表示ムラの少ない強誘電性液晶を用いた液晶表示素子であって、表示ムラの
少ない液晶表示素子を、短時間で作製することができるという効果を奏する。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２８】
　本発明は、強誘電性液晶を用いた液晶表示素子を作製するために用いられる、強誘電性
液晶用基板、強誘電性液晶用ＴＦＴ基板、これらを用いた液晶表示素子、および、液晶表
示素子の製造方法に関するものである。
　以下、本発明の強誘電性液晶用基板、強誘電性液晶用ＴＦＴ基板、液晶表示素子、およ
び、液晶表示素子の製造方法について順に説明する。
【００２９】
Ａ．強誘電性液晶用基板
　まず、本発明の強誘電性液晶用基板について説明する。本発明の強誘電性液晶用基板は
、基板と、上記基板上に形成された共通電極と、上記共通電極上にストライプ状に形成さ
れた複数のスペーサー部と、を有する強誘電性液晶用基板であって、上記スペーサー部に
強誘電性液晶が流通可能な切り欠き部が形成されていることを特徴とするものである。
【００３０】
　このような本発明の強誘電性液晶用基板について図を参照しながら説明する。図１は本
発明の強誘電性液晶用基板の一例について説明する概略図である。ここで、図１（ａ）は
、本発明の強誘電性液晶用基板の一例を示す概略断面図であり、図１（ｂ）は、上記図１
（ａ）におけるＸ－Ｘ’線矢視断面図である。
　図１に例示するように、本発明の強誘電性液晶用基板１０は、基板１と、上記基板１上
に形成された共通電極２と、上記共通電極２上にストライプ状に形成されたスペーサー部
３とを有するものである（図１（ｂ））。
　このような例において、本発明の強誘電性液晶用基板１０は、上記スペーサー部３に強
誘電性液晶が流通可能な切り欠き部４が形成されていることを特徴とするものである（図
１（ａ））。
【００３１】
　本発明によれば、上記スペーサー部に切り欠き部が形成されていることにより、本発明
の強誘電性液晶用基板を用いて液晶表示素子を作製する際に、上記スペーサー部間に滴下
された強誘電性液晶が切り欠き部に流入することができる。
　このため、本発明の強誘電性液晶用基板を用いて液晶表示素子を作製する際に、仮に各
スペーサー部間に滴下される強誘電性液晶量にバラツキが生じたとしても、上記強誘電性
液晶が上記切り欠き部へ流入することによってバラツキを低減することができる。
　したがって、本発明の強誘電性液晶用基板を用いることにより、例えば、ＯＤＦ方式で
液晶表示素子を作製する場合であっても、各スペーサー間に封入される強誘電性液晶量の
バラツキを少なくすることができる。
　このようなことから、本発明によれば表示ムラの少ない強誘電性液晶を用いた液晶表示
素子を短時間で作製することが可能な、強誘電性液晶用基板を得ることができる。
【００３２】
　従来、強誘電性液晶を用いた液晶表示素子を短時間で作製する方法としては、スペーサ
ー部をストライプ状に形成し、上記スペーサー部の間にインクジェット法により連点状に
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強誘電性液晶の液滴を滴下する方法が用いられていた。しかしながら、このような方法で
は、上記スペーサー部の各間隔に滴下された強誘電性液晶が、他の間隔に滴下された強誘
電性液晶と合流することが無いため、各間隔に滴下される強誘電性液晶の滴下量にバラツ
キがあると、作製された液晶表示装置にストライプ状の表示ムラが視認されてしまうとい
う問題点があった。
　この点、本発明によれば上記スペーサー部に強誘電性液晶が流通可能な切り欠き部が形
成されていることにより、各スペーサー部間に滴下された強誘電性液晶が上記切り欠き部
に流入することができる。このため、本発明の強誘電性液晶用基板を用いて液晶表示素子
を作製する過程において、仮に各スペーサー部間に滴下される強誘電性液晶の量にバラツ
キが生じたとしても、強誘電性液晶が上記切り欠き部へ流入することによりこれを低減す
ることができる。
　したがって、本発明によれば表示ムラの少ない強誘電性液晶を用いた液晶表示素子を短
時間で作製することができるのである。
【００３３】
　本発明の強誘電性液晶用基板は、少なくとも基板、共通電極、および、スペーサー部を
有するものであり、必要に応じて他の構成を有しても良いものである。
　以下、本発明の強誘電性液晶用基板に用いられる各構成について順に説明する。
【００３４】
１．スペーサー部
　まず、本発明に用いられるスペーサー部について説明する。本発明に用いられるスペー
サー部は、後述する共通電極上にストライプ状に形成され、強誘電性液晶が流通可能な切
り欠き部が形成されていることを特徴とするものである。
　本発明の強誘電性液晶用基板は、上記スペーサー部に上記切り欠き部が形成されている
ことにより、表示ムラの少ない強誘電性液晶を用いた液晶表示素子を短時間で作製するこ
とができるのである。
　また、本発明に用いられるスペーサー部は、本発明の強誘電性液晶用基板を用いて液晶
表示素子を作製する場合に、対向基板とのギャップを調整する機能を有するものである。
　以下、このようなスペーサー部について詳細に説明する。
【００３５】
（１）切り欠き部
　まず、本発明に用いられるスペーサー部に形成される切り欠き部について説明する。本
発明に用いられる切り欠き部は、本発明の強誘電性液晶用基板を用いて液晶表示素子を作
製する際に、強誘電性液晶が流入することにより各スペーサー部間に封入される強誘電性
液晶量のバラツキを低減する機能を有するものである。
【００３６】
　本発明に用いられる切り欠き部の形成比率としては、本発明の強誘電性液晶用基板を用
いて液晶表示素子を作製する際に、使用される強誘電性液晶が流通可能な範囲内であれば
特に限定されるものではない。なかでも本発明においては形成比率が１％～３０％の範囲
内であることが好ましく、なかでも５％～２０％の範囲内であることが好ましい。上記形
成比率が上記範囲よりも高いと、本発明の強誘電性液晶用基板を用いて液晶表示素子を作
製した場合に、強誘電性液晶の配列性が損なわれてしまう可能性があるからである。また
、上記範囲よりも低いと、本発明の強誘電性液晶用基板を用いて強誘電性液晶を用いて液
晶表示素子を作製する際に、強誘電性液晶の上記切り欠き部への流入が不十分となる結果
、各スペーサー間に封入される強誘電性液晶量にバラツキが生じてしまう虞があるからで
ある。
【００３７】
　ここで、上記切り欠き部の形成比率について図を参照しながら説明する。図２は、本発
明における上記切り欠き部の形成比率を説明する概略図である。図２に例示するような本
発明の強誘電性液晶用基板１０において、上記切り欠き部４の形成比率は、スペーサー部
３の長さＬと、各切り欠き部４の長さＭ１、Ｍ２、Ｍ３の総和（Ｍ１＋Ｍ２＋Ｍ３）との
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比率（（（Ｍ１＋Ｍ２＋Ｍ３）／Ｌ）×１００）で表される値を意味するものである。
【００３８】
　また、本発明に用いられる各切り欠き部の具体的な長さ（図２においてＭ１、Ｍ２およ
びＭ３で示す距離）は、５μｍ～３０μｍの範囲内であることが好ましい。各切り欠き部
の長さが上記範囲よりも長いと、本発明に用いられるスペーサー部のスペーサーとしての
機能が損なわれてしまう可能性があるからである。また、上記範囲よりも短いと、本発明
の強誘電性液晶用基板を用いて液晶表示素子を作製する際に、強誘電性液晶の上記切り欠
き部への流入が不十分となる結果、作製される液晶表示素子にストライプ状の表示ムラが
視認されてしまう虞があるからである。
【００３９】
　また、上記切り欠き部の深さについても、本発明の強誘電性液晶用基板を用いて液晶表
示素子を作製する際に、使用される強誘電性液晶が流通可能な範囲内であれば特に限定さ
れるものではない。なかでも本発明における上記切り欠き部の深さは、切り欠き部が形成
されていない部位のスペーサー部の高さの５０％～１００％の範囲内であることが好まし
く、なかでも８０％～１００％の範囲内であることが好ましい。
上記切り欠き部の深さが上記範囲よりも浅いと、本発明の強誘電性液晶用基板を用いて液
晶表示素子を作製する際に、強誘電性液晶の上記切り欠き部への流入が不十分となる結果
、作製される液晶表示素子にストライプ状の表示ムラが視認されてしまう虞があるからで
ある。
　ここで、切り欠き部の深さが１００％であるとは、切り欠き部にスペーサー部が存在し
ないということを意味するものである。
【００４０】
　また、上記切り欠き部の具体的な深さは、０．５μｍ～３μｍの範囲内であることが好
ましく、なかでも０．７５μｍ～２μｍの範囲内であることが好ましい。
【００４１】
　上記切り欠き部が形成される位置としては、本発明の強誘電性液晶用基板を用いて液晶
表示素子を作製した際に、非画素領域に相当する位置であれば特に限定されるものではな
い。より具体的には、本発明の強誘電性液晶用基板は、通常、ＴＦＴ電極および画素電極
を有するＴＦＴ電極側基板と対向配置されることによって用いられるが、上記切り欠き部
が形成される位置は、本発明の強誘電性液晶用基板を、このようなＴＦＴ基板と対向配置
させた場合に、上記画素電極の境界上に配置される位置であれば特に限定されるものでは
ない。
【００４２】
　また、本発明に用いられる各スペーサー部に形成される切り欠き部の数としては、本発
明の強誘電性液晶用基板を用いて液晶表示素子を作製する際に、各スペーサー部間に封入
される強誘電性液晶量のバラツキを所望の範囲に低減できる数であれば特に限定されるも
のではない。したがって、各スペーサー部に形成される切り欠き部の数は１つであっても
良く、または、複数であっても良い。なかでも本発明においては、上記切り欠き部の数が
複数であることが好ましい。各スペーサー部において上記切り欠き部が複数形成されてい
ることにより、本発明の強誘電性液晶用基板を用いて液晶表示素子を作製する際に、各ス
ペーサー部間に封入される強誘電性液晶量のバラツキをより少なくすることができるから
である。
【００４３】
　また、本発明に用いられる各スペーサー部に形成された切り欠き部の数は、本発明に用
いられるすべてのスペーサー部において同一であっても良く、または、異なっていても良
い。なかでも本発明においては、すべてのスペーサー部に形成された切り欠き部の数が同
一であることが好ましい。これにより、本発明の強誘電性液晶用基板を用いて液晶表示素
子を作製した際に、各スペーサー部間に封入される強誘電性液晶量のバラツキをより低減
することが可能になるからである。
【００４４】
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　上記各スペーサー部において上記切り欠き部が複数形成されている態様において、切り
欠き部が形成される間隔は特に限定されるものではないが、通常、本発明の強誘電性液晶
用基板を用いて液晶表示素子を作製した際に、ＴＦＴ電極付近またはゲートライントソー
スラインが交わる箇所に切り欠き部が形成される。これにより、切り欠き部での液晶流動
によって配向欠陥が生じたとしても、表示品質に影響が無いからである。
【００４５】
　また、上記各スペーサー部において上記切り欠き部が複数形成されている態様としては
、各切り欠き部が等間隔に形成されている態様であっても良く、または、各切り欠き部が
異なる間隔で形成されている態様であっても良い。なかでも本発明においては各切り欠き
部が等間隔に形成されている態様であることが好ましい。このような態様であることによ
り、本発明の強誘電性液晶用基板を用いて液晶表示素子を作製した際に、各スペーサー部
間に封入される強誘電性液晶量のバラツキをより低減することが可能になるからである。
【００４６】
　さらに、上記各切り欠き部が等間隔に形成されている態様としては、本発明に用いられ
るすべてのスペーサー部において切り欠き部が形成されている位置が同一である態様であ
っても良く、または、スペーサー部毎に切り欠き部が形成されている位置が異なる態様で
あっても良い。
【００４７】
　上記すべてのスペーサー部において切り欠き部が形成されている位置が同一である態様
と、上記スペーサー部毎に切り欠き部が形成されている位置が異なる態様とについて図を
参照しながら具体的に説明する。
　図３は各スペーサー部において切り欠き部が等間隔に形成されている態様の一例を示す
概略図である。図３に例示するように、本発明の強誘電性液晶用基板１０において、スペ
ーサー部３に切り欠き部４が等間隔で形成されている態様としては、図３（ａ）に例示す
るように、すべてのスペーサー部３において切り欠き部４が同一の位置に形成されている
態様であっても良く、または、図３（ｂ）に例示するようにスペーサー部３毎に切り欠き
部４が異なる位置に形成されている態様であっても良い。
【００４８】
　本発明においては、上記すべてのスペーサー部において切り欠き部が形成されている位
置が同一である態様、および、上記スペーサー部毎に切り欠き部が形成されている位置が
異なる態様いずれであっても好適に用いることができる。なかでも本発明においてはすべ
てのスペーサー部において切り欠き部が形成されている位置が同一である態様が好ましい
。切り欠き部がこのような態様で形成されていることによっても、本発明の強誘電性液晶
用基板を用いて液晶表示素子を作製した際に、各スペーサー部間に封入される強誘電性液
晶量のバラツキをより低減することが可能になるからである。
【００４９】
（２）スペーサー部
　本発明に用いられるスペーサー部が形成される位置としては、後述する共通電極上であ
って、本発明の強誘電性液晶用基板を用いて液晶表示素子を作製した際に、上記非画素領
域に相当する位置であれば特に限定されるものではない。
【００５０】
　また、本発明の強誘電性液晶用基板は複数のスペーサー部がストライプ状に形成された
ものであるが、本発明においてスペーサー部が形成される間隔としては、本発明の強誘電
性液晶用基板を用いて作製した際に、本発明の強誘電性液晶用基板と対向基板とのギャッ
プを均一に保持できる範囲内であれば特に限定されるものではない。なかでも本発明にお
いては、上記間隔が０．１ｍｍ～３ｍｍの範囲内であることが好ましく、なかでも１ｍｍ
～２ｍｍの範囲内であることが好ましい。
　なお、本発明においては、通常、複数のスペーサー部が等間隔に配置される。
【００５１】
　また、本発明に用いられるスペーサー部の上記切り欠き部が形成されていない部位の高
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さとしては、本発明の強誘電性液晶用基板を用いて作製した際に、本発明の強誘電性液晶
用基板と対向基板と間に所定のギャップを形成できる範囲内であれば特に限定されるもの
ではない。なかでも本発明においては１μｍ～３μｍの範囲内であることが好ましく、特
に１．５μｍ～２μｍの範囲内であることが好ましい。
【００５２】
　さらに、本発明に用いられるスペーサー部は、上記切り欠き部の近傍に、隣接するスペ
ーサー部から流入した強誘電性液晶が表示領域へ流入することを防止する、流入防止部が
形成されたものであっても良い。このような流入防止部が形成されていることにより、本
発明の強誘電性液晶用基板を用いて液晶表示素子を作製する際に、仮に上記切り欠き部を
通じて強誘電性液晶が他のスペーサー部間に流入したとしても、当該強誘電性液晶が表示
領域に流入することを防止できるため、強誘電性液晶の流入に伴う表示品質の低下を防止
することができるからである。
【００５３】
　本発明に用いられるスペーサー部が上記流入防止部を有する態様の一例について図を参
照しながら説明する。図４は、本発明に用いられるスペーサー部が上記流入防止部を有す
る場合の一例を示す概略図である。図４に例示するように、本発明に用いられるスペーサ
部３’は、切り欠き部４の近傍に、隣接するスペーサー部から流入した強誘電性液晶が表
示領域へ流入することを防止する、流入防止部７が形成されたものであっても良い。
【００５４】
　本発明に用いられるスペーサー部を形成する材料としては、例えば、エチレングリコー
ル（メタ）アクリレート、ジエチレングリコールジ（メタ）アクリレート、プロピレング
リコールジ（メタ）アクリレート、ジプロピレングリコールジ（メタ）アクリレート、ポ
リエチレングリコールジ（メタ）アクリレート、ポリプロピレングリコールジ（メタ）ア
クリレート、ヘキサングリコールジ（メタ）アクリレート、ネオペンチルグリコールジ（
メタ）アクリレート、グリセリンジ（メタ）アクリレート、グリセリントリジ（メタ）ア
クリレート、トリメチロールプロパンジ（メタ）アクリレート、１，４－ブタンジオール
ジアクリレート、ペンタエリスリトール（メタ）アクリレート、ジペンタエリスリトール
トリ（メタ）アクリレート、ペンタエリスリトールテトラ（メタ）アクリレート、ジペン
タエリスリトールヘキサ（メタ）アクリレート、ジペンタエリスリトールペンタ（メタ）
アクリレート等のモノマー、ウレタンアクリレート、エポキシアクリレート、ポリエステ
ルアクリレート、エポキシ、ビニルエーテル、ポリエン・チオール系等のオリゴマー、光
二量化反応を起こすポリビニル桂皮酸系樹脂等の光架橋型ポリマー等を例示することがで
きる。
【００５５】
２．共通電極
　次に、本発明に用いられる共通電極について説明する。本発明に用いられる共通電極は
、後述する基板上に形成されたものであり、本発明の強誘電性液晶用基板を用いて液晶表
示素子を作製した際に、強誘電性液晶を駆動する電極として機能するものである。
【００５６】
　本発明に用いられる共通電極としては、本発明の強誘電性液晶用基板を用いて液晶表示
素子を作製した際に、強誘電性液晶を駆動する電極として機能するものであれば特に限定
されるものではない。このような共通電極としては、一般的に液晶表示装置用の共通電極
として用いられているものを特に制約なく用いることができる。なかでも本発明において
は、酸化インジウム、酸化錫、酸化インジウム錫（ＩＴＯ）からなる共通電極が好適に用
いられる。
【００５７】
３．基板
　次に、本発明に用いられる基板について説明する。本発明に用いられる基板は上記共通
電極および上記スペーサー部を支持するものである。
　以下、このような基板について詳細に説明する。
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【００５８】
　本発明の強誘電性液晶用基板は、本発明の強誘電性液晶用基板を用いて液晶表示素子を
作製した際に、画像表示面側に配置されるものである。このため、本発明に用いられる基
板には、通常、透明性を有することが求められることになる。
　なかでも本発明に用いられる基板は、可視光領域における透過率が８０％以上であるこ
とが好ましく、９０％以上であることがより好ましい。透過率が上記範囲であることによ
り、本発明の強誘電性液晶用基板を用いて液晶表示素子を作製した際に、液晶表示素子の
表示輝度が低下すること等を防止することができるからである。
　ここで、透明基板の透過率は、ＪＩＳ　Ｋ７３６１－１（プラスチックー透明材料の全
光透過率の試験方法）により測定することができる。
【００５９】
　本発明に用いられる基板としては、例えば、ガラス基板および樹脂製フィルム基材等、
一般的に液晶表示装置用の基板として用いられている基板を、特に制約なく用いることが
できる。
　ここで、上記樹脂製フィルム基材としては、例えば、ポリエチレンレテフタレート（Ｐ
ＥＴ）、ポリカーボネート（ＰＣ）、ポリエーテルスルホン（ＰＥＳ）等の熱可塑性プラ
スチックフィルム、エポキシ樹脂等の架橋性樹脂、有機-無機複合材料、ポリイミド（Ｐ
Ｉ）、ポリアミド、芳香族ポリアミド、ポリエチレン（ＰＥ）、ポリプロピレン（ＰＰ）
、ポリエステル、ポリオレフィン、ポリアクリルニトリル、エチレン酢酸ビニル共重合体
（ＥＶＡ）、三酢酸セルロース（ＴＡＣ）、ポリエチレンナフタレート、ポリフェニレン
サルファイド（ＰＰＳ）、ポリエーテルエーテルケトン（ＰＥＥＫ）等からなるフィルム
を挙げることができる。
【００６０】
　また、本発明に用いられる基板の構成は、単一の層からなる構成であっても良く、また
は、複数の層が積層された構成を有してもよい。
　さらに、複数の層が積層された構成を有する場合においては、同一組成の層が積層され
た構成であっても良く、また、異なった組成を有する複数の層が積層された構成であって
も良い。
【００６１】
　本発明に用いられる基板の厚みは、通常、０．１ｍｍ～５ｍｍの範囲内であることが好
ましく、なかでも０．５ｍｍ～１ｍｍの範囲内であることが好ましい。
　なお、本発明に用いられる基板が複数の層が積層された構成を有するものである場合、
上記厚みは各層の厚みを合計した透明基板全体としての厚みを指すものとする。
【００６２】
　また、本発明に用いられる基板は、表面粗さ（ＲＳＭ値）が、１０ｎｍ以下であること
が好ましく、なかでも３ｎｍ以下であるが好ましく、特に１ｎｍ以下であることが好まし
い。
　ここで、上記表面粗さは、原子間力顕微鏡（ＡＦＭ：ＡＴＯＭＩＣ　ＦＯＲＣＥ　ＭＩ
ＣＲＯＳＣＯＰＥ）により測定することができる。
【００６３】
４．その他の構成
　本発明の強誘電性液晶用基板は、上記スペーサー部、共通電極および基板以外に他の構
成を有するものであっても良い。このような他の構成としては特に限定されるものではな
く、本発明の強誘電性液晶用基板を用いて作製する液晶表示素子の種類等に応じて任意の
機能を備える構成を用いることができる。
　なかでも本発明に好適に用いられる上記他の構成としては、上記基板と上記共通電極と
の間に形成され、複数の着色層を有するカラーフィルター層、および、上記スペーサー部
および上記共通電極上に形成され、強誘電性液晶に対して配向規制力を有する配向層を挙
げることができる。
　以下、このようなカラーフィルター層および配向層について順に説明する。
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【００６４】
（１）カラーフィルター層
　まず、本発明に用いられるカラーフィルター層について説明する。本発明に用いられる
カラーフィルター層は、上記基板と上記共通電極との間に形成され、複数の着色層を有す
るものである。このようなカラーフィルター層を有することにより、本発明の強誘電性液
晶用基板をカラーフィルター方式によりカラー表示が行われる液晶表示素子に好適に用い
られるものにできる。
【００６５】
　本発明の強誘電性液晶用基板が上記カラーフィルター層を有する態様について図を参照
しながら説明する。図５は、本発明の強誘電性液晶用基板が上記カラーフィルター層を有
する場合の一例を示す概略図である。図５に例示するように、本発明の強誘電性液晶用基
板１０’は、基板１と共通電極２との間に、複数の着色層５ａを有するカラーフィルター
層５が形成されていても良い。
　なお、図５に例示するように、本発明の強誘電性液晶１０’がカラーフィルター層５を
有するものである場合、通常、スペーサー部３は上記着色層５ａ（５ａ’、５ａ’’、５
ａ’’’）の境界上に形成されることになる。
　また、図５に例示するように、本発明に用いられるカラーフィルター層４は、上記着色
層５ａを覆うようにオーバーコート層５ｂが形成されているものであっても良い。
【００６６】
　以下、このようなカラーフィルター層について詳細に説明する。
【００６７】
ａ．着色層
　本発明に用いられるカラーフィルター層に含有される複数の着色層としては、本発明の
強誘電性液晶用基板を用いて液晶表示素子を作製した際に所望の色を発色できるものであ
れば特に限定されるものではなく、一般的に液晶表示装置用のカラーフィルターに用いら
れている各色の着色層を用いることができる。なかでも本発明においては、通常、Ｒ、Ｇ
、Ｂの３色のからなる複数の着色層が用いられる。
【００６８】
　また、本発明に用いられる複数の着色層は、通常、複数色が規則的に配置されるように
パターン状に形成されるが、本発明に採用されるパターンとしては特に限定されるもので
はなく、本発明の強誘電性液晶用基板の用途等に応じて適宜選択することができる。この
ようなパターンとしては、例えば、ストライプ型、モザイク型、トライアングル型および
４画素配置型等を挙げることができる。このとき個々の着色層の面積および厚みは特に限
定されるものではなく、本発明の強誘電性液晶用基板を用いて製造する液晶表示素子の解
像度等に応じて適宜調整することができる。
【００６９】
　上記着色層の構成成分としては、各着色層に所望の発色性を付与できるものであれば特
に限定されるものではない。このような着色層を構成する材料としては、一般的なカラー
フィルターの着色層に用いられるもの同様であるため、ここでの詳しい説明は省略する。
【００７０】
ｂ．カラーフィルター層
　本発明に用いられるカラーフィルター層は、少なくとも上述した着色層を有するもので
あるが、必要に応じて上記着色層以外の他の構成を有するものであっても良い。このよう
な他の構成としては特に限定されるものではなく、本発明の強誘電性液晶用基板を用いて
作製する液晶表示素子の種類等に応じて任意の機能を備えるものを用いることができる。
なかでも本発明においては、このような他の構成として上述した着色層の境界に形成され
た遮光部を有することが好ましい。このような遮光部が形成されていることにより、本発
明の強誘電性液晶用基板を用いて作製した液晶表示素子において、ＴＦＴ電極の誤動作等
に起因する光漏れが視認されることを防止できるからである。
【００７１】
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　本発明に用いられるカラーフィルター層がこのような遮光部を有する態様について図を
参照しながら説明する。図６は、本発明に用いられるカラーフィルター層が上記遮光部を
有する態様の一例を示す概略図である。図６に例示するように、本発明に用いられるカラ
ーフィルター層５’は、着色層５ａの境界に遮光部５ｃが形成されているものであること
が好ましい。
【００７２】
　本発明に用いられる遮光部としては、所望の遮光性を有する材料からなるものであれば
特に限定されるものではなく、一般的に液晶表示装置用の遮光部に用いられる材料を用い
ることができる。このような材料としては、例えば、遮光材料および樹脂からなる材料や
クロム等の金属材料を挙げることができる。
【００７３】
　また、本発明に用いられるカラーフィルター層は、上記着色層を覆うようにオーバーコ
ート層が形成されているものであっても良い。
　ここで、本発明に用いられるオーバーコート層については、一般的に液晶表示装置等に
用いられるカラーフィルターのオーバーコート層として用いられているものと同様である
ため、ここでの詳しい説明は省略する。
【００７４】
（２）配向層
　次に、本発明に用いられる配向層について説明する。本発明に用いられる配向層は、上
記スペーサー部および上記共通電極上に形成されるものであり、強誘電性液晶に対して配
向規制力を有するものである。このような配向層が形成されていることにより、本発明の
強誘電性液晶用基板を用いて液晶表示素子を作製する際に、液晶表示素子の製造工程を簡
略化することができる。
【００７５】
　本発明の強誘電性液晶用基板が上記配向層を有する態様について図を参照しながら説明
する。図７は本発明の強誘電性液晶用基板が上記配向層を有する場合の一例を示す概略図
である。図７に例示するように、本発明の強誘電性液晶用基板１０’’は、スペーサー部
３および共通電極２上に強誘電性液晶に対して配向規制力を有する配向層６を有するもの
であっても良い。
【００７６】
　以下、このような配向層について詳細に説明する。
【００７７】
　本発明に用いられる配向層としては、強誘電性液晶に対して配向規制力を有するもので
あれば特に限定されるものではない。このような配向層としては、ポリイミド等の高分子
材料にラビング処理を施したラビング膜や、光配向材料に光配向処理を施した光配向膜等
の配向処理膜が用いられたものを挙げることができる。なかでも本発明に用いられる配向
層は、上記配向処理膜として光配向膜が用いられたものであることが好ましい。光配向膜
は、非接触で配向処理を行うことが可能であることから静電気や塵の発生がなく、定量的
な配向処理の制御ができる点で有用であるからである。
【００７８】
　上記光配向膜を構成する光配向性材料としては、光を照射して光励起反応を生じること
により、強誘電性液晶を配向させる効果（光配列性：ｐｈｏｔｏａｌｉｇｎｉｎｇ）を有
するものであれば特に限定されるものではない。なかでも、本発明に用いられる光配向材
料は、上記励起反応を生じる光の波長領域が１０ｎｍ～４００ｎｍの範囲内であるものが
好ましく、なかでも２５０ｎｍ～３８０ｎｍの範囲内であるものが好ましい。
【００７９】
　ここで、光配向性材料は、光反応を生じることにより光配向膜に異方性を付与する光反
応型材料と、光異性化反応を生じることにより光配向膜に異方性を付与する光異性化型材
料とに分けることができる。
　以下、本発明に用いられる光反応型材料および光異性化型材料について順に説明する。
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【００８０】
ａ．光反応型材料
　まず、本発明に用いられる上記光反応型材料について説明する。上述したように、光反
応型材料とは、光反応を生じることにより光配向膜に異方性を付与する材料である。本発
明に用いられる光反応型材料としては、このような特性を有するものであれば特に限定さ
れるものではない。なかでも本発明においては、光二量化反応を生じることにより光配向
膜に異方性を付与する光二量化型材料、または、光分解反応を生じることにより光配向膜
に異方性を付与する光分解型材料が用いることが好ましく、さらには露光感度が高く、材
料選択の幅が広いことから、光二量化型材料を用いることがより好ましい。
【００８１】
　ここで、上記光二量化反応とは、光照射により偏光方向に配向した反応部位がラジカル
重合して分子２個が重合する反応を意味するものである。本発明においては、この光二量
化反応により偏光方向の配向を安定化し、光配向膜に異方性を付与することができるので
ある。
　また、上記光分解反応とは、光照射により偏光方向に配向したポリイミドなどの分子鎖
を分解する反応を意味するものである。本発明においてはこの光分解反応により偏光方向
に垂直な方向に配向した分子鎖を残し、光配向膜に異方性を付与することができるのであ
る。
【００８２】
（光二量化型材料）
　本発明に用いられる光二量化型材料としては、光二量化反応により光配向膜に異方性を
付与することができる材料であれば特に限定されるものではない。なかでも本発明におい
ては、ラジカル重合性の官能基を有し、かつ、偏光方向により吸収を異にする二色性を有
する光二量化反応性化合物を含むものであることが好ましい。このような光二量化型材料
によれば、偏光方向に配向した反応部位をラジカル重合することにより、光二量化反応性
化合物の配向が安定化されるため、光配向膜に容易に異方性を付与することができるから
である。
【００８３】
　上記光二量化反応性化合物としては、側鎖としてケイ皮酸エステル、クマリン、キノリ
ン、カルコン基およびシンナモイル基から選ばれる少なくとも１種の反応部位を有する二
量化反応性ポリマーを挙げることができる。なかでも本発明においては、側鎖としてケイ
皮酸エステル、クマリンまたはキノリンのいずれかを含む二量化反応性ポリマーを好適に
用いることができる。このような光二量化反応性化合物は、偏光方向に配向したα、β不
飽和ケトンの二重結合が反応部位となってラジカル重合するため、光配向膜に容易に異方
性を付与することができるからである。
【００８４】
　本発明に用いられる二量化反応性ポリマーの主鎖としては、ポリマー主鎖として一般に
知られているものであれば特に限定されるものではないが、芳香族炭化水素基などの、上
記側鎖の反応部位同士の相互作用を妨げるようなπ電子を多く含む置換基を有していない
ものであることが好ましい。
【００８５】
　また、本発明に用いられる二量化反応性ポリマーの重量平均分子量は、５，０００～４
０，０００の範囲内であることが好ましく、１０，０００～２０，０００の範囲内である
ことがより好ましい。重量平均分子量が上記範囲よりも小さいと、光配向膜に適度な異方
性を付与することができない場合があるからである。また、上記範囲よりも大きいと光配
向膜形成時の塗工液の粘度が高くなり、均一な塗膜を形成しにくい場合があるからである
。
　ここで、上記重量平均分子量は、ゲルパーミエーションクロマトグラフィ（ＧＰＣ）法
により測定することができる。
【００８６】
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　本発明に用いられる二量化反応性ポリマーの具体例としては、下記式で表される化合物
を挙げることができる。
【００８７】
【化１】

【００８８】
　上記式において、Ｍ１１およびＭ１２は、それぞれ独立して、単重合体または共重合体
の単量体単位を表す。例えば、エチレン、アクリレート、メタクリレート、２－クロロア
クリレート、アクリルアミド、メタクリルアミド、２－クロロアクリルアミド、スチレン
誘導体、マレイン酸誘導体、シロキサンなどが挙げられる。Ｍ１２は、アクリロニトリル
、メタクリロニトリル、メタクリレート、メチルメタクリレート、ヒドロキシアルキルア
クリレートまたはヒドロキシアルキルメタクリレートであってもよい。
　ｘおよびｙは、共重合体とした場合の各単量体単位のモル比を表すものであり、それぞ
れ、０＜ｘ≦１、０≦ｙ＜１であり、かつ、ｘ＋ｙ＝１を満たす数である。
　ｎは４～３０，０００の整数を表す。
　Ｄ１およびＤ２は、スペーサー単位を表す。
【００８９】
　Ｒ１は－Ａ１－（Ｚ１－Ｂ１）ｚ－Ｚ２－で表される基であり、Ｒ２は－Ａ１－（Ｚ１

－Ｂ１）ｚ－Ｚ３－で表される基である。ここで、Ａ１およびＢ１は、それぞれ独立して
、共有単結合、ピリジン－２，５－ジイル、ピリミジン－２，５－ジイル、１，４－シク
ロヘキシレン、１，３－ジオキサン－２，５－ジイル、または置換基を有していてもよい
１，４－フェニレンを表す。
　また、Ｚ１およびＺ２は、それぞれ独立して、共有単結合、－ＣＨ２－ＣＨ２－、－Ｃ
Ｈ２Ｏ－、－ＯＣＨ２－、－ＣＯＮＲ－、－ＲＮＣＯ－、－ＣＯＯ－または－ＯＯＣ－を
表す。Ｒは、水素原子または低級アルキル基であり、Ｚ３は、水素原子、置換基を有して
いてもよい、炭素数１～１２のアルキルまたはアルコキシ、シアノ、ニトロ、ハロゲンで
ある。
　ｚは、０～４の整数である。Ｅ１は、光二量化反応部位を表し、例えば、ケイ皮酸エス
テル、クマリン、キノリン、カルコン基、シンナモイル基などが挙げられる。
　ｊおよびｋは、それぞれ独立して、０または１である。
【００９０】
　このような二量化反応性ポリマーとして、本発明により好ましく用いられる化合物の具
体例としては、下記式で表される化合物を挙げることができる。
【００９１】
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【００９２】
　さらに、本発明においては上記二量化反応性ポリマーの中でも、下記式で表される化合
物１～４の少なくとも一つを用いることが好ましい。
【００９３】
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【化３】

【００９４】
　なお、本発明に用いられる光二量化反応性化合物は、上述した化合物の中から、要求特
性に応じて光二量化反応部位や置換基を種々選択することができる。また、光二量化反応
性化合物は、１種単独でも２種以上を組み合わせて用いることもできる。
【００９５】
　また、上記光二量化反応性化合物を含有する光二量化型材料としては、上記光二量化反
応性化合物以外に他の添加剤を含有しても良い。このような他の添加剤としては、光配向
膜の光配列性を妨げないものであれば特に限定されるものではない。
　本発明に用いられる上記他の添加剤としては、例えば、重合開始剤、重合禁止剤等を挙
げることができる。なお、このような重合開始剤または重合禁止剤は、一般に公知の化合
物の中から、光二量化反応性化合物の種類によって適宜選択して用いればよい。
【００９６】
（光分解型材料）
　本発明に用いられる上記光分解型材料としては、光照射により偏光方向に配向したポリ
イミドなどの分子鎖を分解する反応を生じる材料であれば特に限定されない。このような
光分解型材料としては、例えば日産化学工業（株）製のポリイミド「ＲＮ１１９９」など
を挙げることができる。
【００９７】
ｂ．光異性化型材料
　次に、本発明に用いられる光異性化型材料について説明する。本発明に用いられる光異
性化型材料としては、光異性化反応を生じることにより光配向膜に異方性を付与する材料
であれば特に限定されるものではない。なかでも本発明においては、光異性化反応を生じ
ることにより上記光配向膜に異方性を付与する光異性化反応性化合物を含むものであるこ
とが好ましい。このような光異性化反応性化合物を含むことにより、光照射により、複数
の異性体のうち安定な異性体が増加し、それにより光配向膜に容易に異方性を付与するこ
とができるからである。
【００９８】
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　本発明に用いられる上記光異性化反応性化合物としては、光異性化反応を生じることに
より上記光配向膜に異方性を付与できるものであれば特に限定されるものではない。なか
でも本発明においては、偏光方向により吸収を異にする二色性を有し、かつ、光照射によ
り光異性化反応を生じるものであることが好ましい。このような特性を有する光異性化反
応性化合物の偏光方向に配向した反応部位の異性化を生じさせることにより、上記光配向
膜に容易に異方性を付与することができるからである。
【００９９】
　本発明に用いられる上記光異性化反応性化合物が生じる光異性化反応としては、シス－
トランス異性化反応であることが好ましい。光照射によりシス体またはトランス体のいず
れかの異性体が増加し、それにより光配向膜に異方性を付与することができるからである
。
【０１００】
　このような光異性化反応性化合物としては、例えば、単分子化合物、または、光もしく
は熱により重合する重合性モノマー等を挙げることができる。なかでも本発明においては
、重合性モノマーを用いることが好ましい。上記光異性化反応性化合物として、重合性モ
ノマーを用いることにより、光照射により光配向膜に異方性を付与した後、その異方性を
安定化することができるからである。
　さらに、本発明においては、上記重合性モノマーの中でも、光配向膜に異方性を付与し
た後、その異方性を良好な状態に維持したまま容易にポリマー化できることから、アクリ
レートモノマー、メタクリレートモノマーであることが好ましい。
【０１０１】
　上記重合性モノマーは、単官能のモノマーであっても、多官能のモノマーであってもよ
い。なかでも本発明にいては、ポリマー化による光配向膜の異方性がより安定なものとな
ることから、２官能のモノマーであることが好ましい。
【０１０２】
　本発明に用いられる光異性化反応性化合物としては、例えば、アゾベンゼン骨格やスチ
ルベン骨格などのシス－トランス異性化反応性骨格を有する化合物を挙げることができる
。
【０１０３】
　この場合に、分子内に含まれるシス－トランス異性化反応性骨格の数は、１つであって
も２つ以上であってもよいが、強誘電性液晶の配向制御が容易となることから、２つであ
ることが好ましい。
【０１０４】
　また、本発明に用いられる上記シス－トランス異性化反応性骨格は、液晶分子との相互
作用をより高めるために置換基を有するものであっても良い。ここで、このような置換基
としては、液晶分子との相互作用を高めることができ、かつ、シス－トランス異性化反応
性骨格の配向を妨げないものであれば特に限定されるものではなく、例えば、カルボキシ
ル基、スルホン酸ナトリウム基、水酸基などが挙げられる。これらの構造は、用いられる
強誘電性液晶の種類に応じて、適宜選択することができる。
【０１０５】
　また、光異性化反応性化合物としては、分子内にシス－トランス異性化反応性骨格以外
にも、液晶分子との相互作用をより高められるように、芳香族炭化水素基などのπ電子が
多く含まれる基を有していてもよく、シス－トランス異性化反応性骨格と芳香族炭化水素
基は、結合基を介して結合していてもよい。結合基は、液晶分子との相互作用を高められ
るものであれば特に限定されるものではなく、例えば、－ＣＯＯ－、－ＯＣＯ－、－Ｏ－
、－Ｃ≡Ｃ－、－ＣＨ２－ＣＨ２－、－ＣＨ２Ｏ－、－ＯＣＨ２－などが挙げられる。
【０１０６】
　なお、光異性化反応性化合物として、重合性モノマーを用いる場合には、上記シス－ト
ランス異性化反応性骨格を、側鎖として有していることが好ましい。上記シス－トランス
異性化反応性骨格を側鎖として有していることにより、光配向膜に付与される異方性の効
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。この場合に、前述した分子内に含まれる芳香族炭化水素基や結合基は、液晶分子との相
互作用が高められるように、シス－トランス異性化反応性骨格と共に、側鎖に含まれてい
ることが好ましい。
【０１０７】
　また、上記重合性モノマーの側鎖には、シス－トランス異性化反応性骨格が配向しやす
くなるように、アルキレン基などの脂肪族炭化水素基をスペーサーとして有していてもよ
い。
【０１０８】
　上述したような単分子化合物または重合性モノマーの光異性化反応性化合物の中でも、
本発明に用いられる光異性化反応性化合物としては、分子内にアゾベンゼン骨格を有する
化合物であることが好ましい。アゾベンゼン骨格は、π電子を多く含むため、液晶分子と
の相互作用が高く、強誘電性液晶の配向制御に特に適しているからである。
【０１０９】
　このような分子内にアゾベンゼン骨格を有する化合物のうち、単分子化合物としては、
例えば、下記式で表される化合物を挙げることができる。
【０１１０】
【化４】

【０１１１】
　また、上記アゾベンゼン骨格を側鎖として有する重合性モノマーとしては、例えば、下
記式で表される化合物を挙げることができる。
【０１１２】
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【化５】

【０１１３】
　本発明においては、このような光異性化反応性化合物の中から、要求特性に応じて、シ
ス－トランス異性化反応性骨格や置換基を種々選択することができる。なお、これらの光
異性化反応性化合物は、１種単独でも２種以上を組み合わせて用いることもできる。
【０１１４】
　本発明に用いられる光異性化型の材料としては、上記光異性化反応性化合物のほか、光
配向膜の光配列性を妨げない範囲内で添加剤を含んでいても良い。上記光異性化反応性化
合物として重合性モノマーを用いる場合には、添加剤としては、重合開始剤、重合禁止剤
などが挙げられる。ここで、上記重合開始剤または重合禁止剤は、一般に公知の化合物の
中から、光異性化反応性化合物の種類によって適宜選択して用いることができる。
【０１１５】
ｃ．その他
　本発明に用いられる配向層は、上記配向処理膜上に反応性液晶を固定化してなる反応性
液晶層が形成された構成を有するものであっても良い。本発明に用いられる配向層が、こ
のような反応性液晶層が形成された構成を有するものであることにより、本発明の強誘電
性液晶用基板を用いて作製した液晶表示素子において、強誘電性液晶の配向安定性を向上
することができるからである。
【０１１６】
　本発明において、上記反応性液晶層が形成された構成を有する配向層を用いることによ
り、本発明の強誘電性液晶用基板を用いて作製した液晶表示素子において、強誘電性液晶
の配向安定性を向上できる理由は次の通りである。
　すなわち、上記反応性液晶層は上記配向処理膜上に形成され、反応性液晶を固定化して
なるものであることから、上記反応性液晶層中に含有される反応性液晶は、上記配向処理
膜の作用により配向した状態で固定される。このため、上記反応性液晶層は強誘電性液晶
を配向させるための配向膜として機能することができる。
　また、反応性液晶は固定化されているとから温度等の影響を受けないため、上記配向処
理膜を単独で用いた場合よりも、配向規制力の経時安定性が向上するという利点を有する
。
　さらに、反応性液晶は強誘電性液晶と構造が比較的類似しており、強誘電性液晶との相
互作用が強くなるため、上記配向処理膜のみを用いた場合よりも効果的に強誘電性液晶の
配向を制御することができる。
　このようなことから、上記反応性液晶層が形成された構成を有する配向層を用いること
により、本発明の強誘電性液晶用基板を用いて作製した液晶表示素子において、強誘電性
液晶の配向安定性を向上できるのである。
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　以下、本発明に用いられる反応性液晶層について説明する。
【０１１７】
　上記反応性液晶層に用いられる反応性液晶としては、上記配向処理膜の作用により規則
的に配列されるものであれば特に限定されるものではない。なかでも本発明においてはネ
マチック相を発現する反応性液晶が用いられることが好ましい。ネマチック相は、液晶相
の中でも配向制御が比較的容易であるからである。
【０１１８】
　また、本発明に用いられる上記反応性液晶は、重合性液晶材料を含有するものであるこ
とが好ましい。このような反応性液晶を用いることにより、反応性液晶の配向状態を固定
化することが可能になるからである。
【０１１９】
　上記重合性液晶材料としては、重合性液晶モノマー、重合性液晶オリゴマー、および重
合性液晶ポリマーのいずれかを用いることができるが、なかでも本発明においては、重合
性液晶モノマーが好適に用いられる。重合性液晶モノマーは、他の重合性液晶材料、すな
わち重合性液晶オリゴマーや重合性液晶ポリマーと比較して、より低温で配向が可能であ
り、かつ配向に際しての感度も高く、容易に配向させることができるからである。
【０１２０】
　本発明に用いられる上記重合性液晶モノマーとしては、重合性官能基を有する液晶モノ
マーであれば特に限定されるものでない。このような重合性液晶モノマーとしては、例え
ば、モノアクリレートモノマー、ジアクリレートモノマー等を挙げることができる。
【０１２１】
　上記モノアクリレートモノマーとしては、例えば下記式で表される化合物を例示するこ
とができる。
【０１２２】
【化６】

【０１２３】
　上記式において、Ａ、Ｂ、Ｄ、ＥおよびＦはベンゼン、シクロヘキサンまたはピリミジ
ンを表し、これらはハロゲン等の置換基を有していてもよい。また、ＡおよびＢ、あるい
はＤおよびＥは、アセチレン基、メチレン基、エステル基等の結合基を介して結合してい
てもよい。Ｍ１およびＭ２は、水素原子、炭素数３～９のアルキル基、炭素数３～９のア
ルコキシカルボニル基、またはシアノ基のいずれであってもよい。さらに、分子鎖末端の
アクリロイルオキシ基とＡまたはＤとは、炭素数３～６のアルキレン基等のスペーサーを
介して結合していてもよい。
【０１２４】
　また、上記ジアクリレートモノマーとしては、例えば下記式に示すような化合物を挙げ
ることができる。
【０１２５】
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【化７】

【０１２６】
【化８】

【０１２７】
　上記式において、ＸおよびＹは、水素、炭素数１～２０のアルキル、炭素数１～２０の
アルケニル、炭素数１～２０のアルキルオキシ、炭素数１～２０のアルキルオキシカルボ
ニル、ホルミル、炭素数１～２０のアルキルカルボニル、炭素数１～２０のアルキルカル
ボニルオキシ、ハロゲン、シアノまたはニトロを表す。また、ｍは２～２０の範囲内の整
数を表す。
【０１２８】
　さらに、上記ジアクリレートモノマーとしては、例えば下記式に示すような化合物を挙
げることもできる。
【０１２９】
【化９】

【０１３０】
　上記式中のＺ２１およびＺ２２は、各々独立して直接結合している－ＣＯＯ－、－ＯＣ
Ｏ－、－Ｏ－、－ＣＨ２ＣＨ２－、－ＣＨ＝ＣＨ－、－Ｃ≡Ｃ－、－ＯＣＨ２－、－ＣＨ

２Ｏ－、－ＣＨ２ＣＨ２ＣＯＯ－、－ＯＣＯＣＨ２ＣＨ２－を表し、ｌおよびｍは０また
は１を表し、ｎは２～８の範囲内の整数を表す。また、式中のＲは、水素、または炭素数
１～５のアルキルを表す。
【０１３１】
　なかでも本発明においては、上記式（１）、（２）、または下記式（３）で表される化
合物、が好適に用いられる。上記式（１）に示す化合物の場合、Ｘとしては、炭素数１～
２０のアルキルオキシカルボニル、メチルまたは塩素であることが好ましく、中でも炭素
数１～２０のアルキルオキシカルボニル、特にＣＨ３（ＣＨ２）４ＯＣＯであることが好
ましい。また、下記式（３）において、Ｚ２１およびＺ２２は、各々独立して直接結合し
ている－ＣＯＯ－、－ＯＣＯ－、－Ｏ－、－ＣＨ２ＣＨ２－、－ＣＨ＝ＣＨ－、－Ｃ≡Ｃ
－、－ＯＣＨ２－、－ＣＨ２Ｏ－、－ＣＨ２ＣＨ２ＣＯＯ－、－ＯＣＯＣＨ２ＣＨ２－を
表し、ｍは０または１を表し、ｎは２～８の範囲内の整数を表す。
【０１３２】
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【化１０】

【０１３３】
　また、上記式（２）で表される化合物の具体例としては、アデカキラコールＰＬＣ－７
２０９（旭電化工業社製）、アデカキラコールＰＣＬ－７１８３（旭電化工業社製）等を
挙げることができる。
【０１３４】
　本発明に用いられる重合性液晶モノマーは、上記の中でもジアクリレートモノマーであ
ることが好ましい。ジアクリレートモノマーは、配向状態を良好に維持したまま容易に重
合させることができるからである。
【０１３５】
　上述した重合性液晶モノマーはそれ自体がネマチック相を発現するものでなくてもよい
。本発明において、これらの重合性液晶モノマーは上述したように２種以上を混合して用
いてもよいものであり、これらを混合した組成物すなわち反応性液晶が、ネマチック相を
発現するものであればよいからである。
【０１３６】
　また、本発明に用いられる重合性液晶モノマーは単体であっても良く、または、２種以
上が混合されたものであっても良い。
【０１３７】
　さらに本発明においては、必要に応じて上記反応性液晶に光重合開始剤や重合禁止剤を
添加してもよい。例えば、電子線照射により重合性液晶材料を重合させる際には、光重合
開始剤が不要な場合はあるが、一般的に用いられている例えば紫外線照射による重合の場
合においては、通常光重合開始剤が重合促進のために用いられるからである。
【０１３８】
　本発明に用いることができる光重合開始剤としては、ベンジル（ビベンゾイルとも言う
）、ベンゾインイソブチルエーテル、ベンゾインイソプロピルエーテル、ベンゾフェノン
、ベンゾイル安息香酸、ベンゾイル安息香酸メチル、４－ベンゾイル－４´－メチルジフ
ェニルサルファイド、ベンジルメチルケタール、ジメチルアミノメチルベンゾエート、２
－ｎ－ブトキシエチル－４－ジメチルアミノベンゾエート、ｐ－ジメチルアミノ安息香酸
イソアミル、３，３´－ジメチル－４－メトキシベンゾフェノン、メチロベンゾイルフォ
ーメート、２－メチル－１－（４－（メチルチオ）フェニル）－２－モルフォリノプロパ
ン－１－オン、２－ベンジル－２－ジメチルアミノ－１－（４－モルフォリノフェニル）
－ブタン－１－オン、１－（４－ドデシルフェニル）－２－ヒドロキシ－２－メチルプロ
パン－１－オン、１－ヒドロキシシクロヘキシルフェニルケトン、２－ヒドロキシ－２－
メチル－１－フェニルプロパン－１－オン、１－（４－イソプロピルフェニル）－２－ヒ
ドロキシ－２－メチルプロパン－１－オン、２－クロロチオキサントン、２，４－ジエチ
ルチオキサントン２，４－ジイソプロピルチオキサントン、２，４－ジメチルチオキサン
トン、イソプロピルチオキサントン、１－クロロ－４－プロポキシチオキサントン等を挙
げることができる。なお、光重合開始剤の他に増感剤を、本発明の目的が損なわれない範
囲で添加することも可能である。
【０１３９】
　このような光重合開始剤の添加量としては、一般的には０．０１～２０質量％、好まし
くは０．１～１０質量％、より好ましくは０．５～５質量％の範囲で上記反応性液晶に添
加することができる。
【０１４０】
　さらに、上記光重合開始剤を用いる場合には、光重合開始助剤を併用することができる
。このような光重合開始助剤としては、トリエタノールアミン、メチルジエタノールアミ
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ン等の３級アミン類や、２－ジメチルアミノエチル安息香酸、４－ジメチルアミド安息香
酸エチル等の安息香酸誘導体を例示することができるが、これらに限られるものではない
。
【０１４１】
　本発明に用いられる反応性液晶層の厚みは、１ｎｍ～１０００ｎｍの範囲内であること
が好ましく、より好ましくは３ｎｍ～１００ｎｍの範囲内である。反応性液晶層が上記範
囲を超えて厚くなると必要以上の異方性が生じてしまい、また上記範囲より薄いと所定の
異方性が得られない場合があるからである。したがって、反応性液晶層の厚みは、必要な
異方性に準じて決定すればよい。
【０１４２】
４．強誘電性液晶用基板の製造方法
　次に、本発明に用いられる強誘電性液晶用基板の製造方法について説明する。本発明の
強誘電性液晶用基板の製造方法としては、上記構成を有する強誘電性液晶用基板を製造で
きる方法であれば特に限定されるものではない。このような製造方法としては、例えば、
上記基板を用い、上記基板上に共通電極を形成する共通電極形成工程と、上記共通電極上
に上記スペーサー部を形成するスペーサー部形成工程とからなる方法を例示することがで
きる。
【０１４３】
　上記共通電極形成工程において上記基板上に共通電極を形成する方法としては、所望の
材料からなる共通電極を均一な膜厚で形成できる方法であれば特に限定されるものではな
い。このような方法としては、例えば、ＣＶＤ法、スパッタリング法、イオンプレーティ
ング法等の、一般的に液晶表示装置の共通電極を形成する際に用いられる方法として公知
の方法を用いることができる。
【０１４４】
　また、上記スペーサー部形成工程において、上記共通電極上にスペーサー部を形成する
方法としては、所定の位置に所望の形状を有するスペーサー部を形成できる方法であれば
特に限定されるものではなく、リソグラフィー法や転写法等の一般的に液晶表示装置を製
造する際にスペーサーを形成する方法を用いることができる。
【０１４５】
Ｂ．強誘電性液晶用ＴＦＴ基板
　次に、本発明に用いられる強誘電性液晶用ＴＦＴ基板について説明する。本発明の強誘
電性液晶用ＴＦＴ基板は、基板と、上記基板上に形成され、複数のＴＦＴ電極および上記
ＴＦＴ電極に接続された画素電極を有するＴＦＴ電極層と、上記画素電極の境界上にスト
ライプ状に形成された複数のスペーサー部と、を有するものあって、上記スペーサー部に
強誘電性液晶が流通可能な切り欠き部が形成されていることを特徴とするものである。
【０１４６】
　このような強誘電性液晶用ＴＦＴ基板について図を参照しながら説明する。図８は本発
明の強誘電性液晶用ＴＦＴ基板の一例を示す概略図である。ここで、図８（ａ）は、本発
明の強誘電性液晶用基板の一例を示す概略図であり、図８（ｂ）は、上記図８（ａ）にお
けるＹ－Ｙ’線矢視断面図である。
　図８に例示するように、本発明の強誘電性液晶用ＴＦＴ基板２０は、基板２１と、上記
基板２１上に形成され、複数のＴＦＴ電極２２ａおよび上記ＴＦＴ電極２２ａに接続した
画素電極２２ｂを有するＴＦＴ電極層２２と、上記ＴＦＴ電極層２２における画素電極２
２ｂの境界上に形成されたスペーサー部２３とを有するものである（図８（ｂ））。
　このような例において、本発明の強誘電性液晶用ＴＦＴ基板２０は、上記スペーサー部
２３に、強誘電性液晶が流通可能な程度の切り欠き部２４が形成されていることを特徴と
するものである（図８（ａ））。
【０１４７】
　本発明によれば、上記スペーサー部に切り欠き部が形成されていることにより、本発明
の強誘電性液晶用ＴＦＴ基板を用いて液晶表示素子を作製する際に、上記スペーサー部間
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に滴下された強誘電性液晶が切り欠き部に流入することができる。
　このため、本発明の強誘電性液晶用ＴＦＴ基板を用いて液晶表示素子を作製する際に、
仮に各スペーサー部間に滴下される強誘電性液晶量にバラツキが生じたとしても、上記強
誘電性液晶が上記切り欠き部へ流入することによってバラツキを低減することができる。
　したがって、本発明の強誘電性液晶用ＴＦＴ基板を用いることにより、例えば、ＯＤＦ
方式で液晶表示素子を作製する場合であっても、各スペーサー間に封入される強誘電性液
晶量のバラツキを少なくすることができる。
　このようなことから、本発明によれば表示ムラの少ない強誘電性液晶を用いた液晶表示
素子を短時間で作製することが可能な、強誘電性液晶用ＴＦＴ基板を得ることができる。
【０１４８】
　従来、強誘電性液晶を用いた液晶表示素子を短時間で作製するため、スペーサー部をス
トライプ状に形成し、上記スペーサー部の間にインクジェット法により連点状に強誘電性
液晶の液滴を滴下する方法が用いられていた。しかしながら、このような方法では、上記
スペーサー部の各間隔に滴下された強誘電性液晶が、他の間隔に滴下された強誘電性液晶
と合流することが無いため、各間隔に滴下される強誘電性液晶の滴下量にバラツキがある
と、作製された液晶表示装置にストライプ状のムラが視認されてしまうという問題点があ
った。
　この点、本発明によれば上記スペーサー部に強誘電性液晶が流通可能な切り欠き部が形
成されていることにより、各スペーサー部間に滴下された強誘電性液晶が上記切り欠き部
に流入することができる。このため、本発明の強誘電性液晶用ＴＦＴ基板を用いて液晶表
示素子を作製する過程において、仮に各スペーサー部間に滴下される強誘電性液晶の量に
バラツキが生じたとしても、強誘電性液晶が上記切り欠き部へ流入することによりこれを
低減することができる。
　したがって、本発明によれば表示ムラの少ない強誘電性液晶を用いた液晶表示素子を短
時間で作製することができるのである。
【０１４９】
　本発明の強誘電性液晶用ＴＦＴ基板は、少なくとも上記基板、ＴＦＴ電極層、および、
スペーサー部を有するものであり、必要に応じて他の構成を有しても良いものである。
　以下、本発明の強誘電性液晶用ＴＦＴ基板に用いられる各構成について詳細に説明する
。
【０１５０】
１．スペーサー部
　まず、本発明に用いられるスペーサー部について説明する。まず、本発明に用いられる
スペーサー部について説明する。本発明に用いられるスペーサー部は、後述する共通電極
上にストライプ状に形成され、強誘電性液晶が流通可能な切り欠き部が形成されているこ
とを特徴とするものである。そして、本発明の強誘電性液晶用ＴＦＴ基板は、上記スペー
サー部に上記切り欠き部が形成されていることにより、表示ムラの少ない強誘電性液晶を
用いた液晶表示素子を短時間で作製することができるのである。
　また、本発明に用いられるスペーサー部は、本発明の強誘電性液晶用ＴＦＴ基板を用い
て液晶表示素子を作製する場合に、対向基板とのギャップを調整する機能を有するもので
ある。
【０１５１】
　ここで、本発明に用いられるスペーサー部については、上記「Ａ．強誘電性液晶用基板
」の項において説明したものと同様であるため、ここでの説明は省略する。
【０１５２】
２．ＴＦＴ電極層
　次に、本発明に用いられるＴＦＴ電極層について説明する。本発明に用いられるＴＦＴ
電極層は、複数のＴＦＴ電極と上記ＴＦＴ電極に接続された画素電極とを有するものであ
る。
【０１５３】
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　このような本発明に用いられるＴＦＴ電極層について図を参照しながら具体的に説明す
る。図９は本発明に用いられるＴＦＴ電極層の一例を示す概略図である。図９（ａ）に例
示するように本発明に用いられるＴＦＴ電極層２２は、複数のＴＦＴ電極２２ａと、上記
ＴＦＴ電極２２ａに接続された複数の画素電極２２ｂを有するものである。
　また図９（ｂ）に例示するように、上記ＴＦＴ電極２２ａは、通常、ゲート電極２２Ａ
と、上記ゲート電極２２Ａ上に形成されたゲート絶縁膜２２Ｂと、上記ゲート絶縁膜２２
Ｂ上に形成された半導体層２２Ｃと、上記半導体層２２Ｃ上に一定に間隔を空けて対向す
るように形成されたソース電極２２Ｄおよびドレイン電極２２Ｅとを有するものであり、
上記画素電極２２ｂは上記ドレイン電極２２Ｅと接続するように形成されているものであ
る。
　また、図９に例示するように、本発明に用いられるＴＦＴ電極層２２は、上記ＴＦＴ電
極２２ａおよび画素電極２２ｂ上に保護層２２ｃが形成されたものであっても良い。
【０１５４】
　以下、このようなＴＦＴ電極層について説明する。
【０１５５】
（１）ＴＦＴ電極
　本発明に用いられるＴＦＴ電極としては、所望の配置態様に形成できるものであれば特
に限定されるものではなく、本発明の強誘電性液晶用ＴＦＴ基板を用いて作製される液晶
表示素子の種類等に応じて、任意のＴＦＴ電極を用いることができる。したがって、本発
明に用いられるＴＦＴ電極としては、上記図８に例示したものに限定されるものではなく
、一般的に液晶表示装置等に用いられているＴＦＴ電極を広く用いることができる。この
ようなＴＦＴ電極としては、ａ－Ｓｉ　ＴＦＴ構造を有するものであっても良く、または
、ｐ－Ｓｉ　ＴＦＴ構造を有するものであっても良い。
【０１５６】
　上記ａ－Ｓｉ　ＴＦＴ構造を有するＴＦＴ電極としては、正スタガ型のもの（トップゲ
ート構造）と、逆スタガ型（ボトムゲート構造）のものを挙げることができる。本発明に
おいてはこれらのいずれであっても好適に用いることができる。また、上記逆スタガ型の
ものとしては、チャネルエッチ型のものと、チャネルプロテクト型のものとを挙げること
ができるが、これらについても本発明においては好適に用いることができる。
【０１５７】
　一方、ｐ－Ｓｉ　ＴＦＴ構造を有するＴＦＴ電極としては、プレーナ型のものと、スタ
ガ型のものを挙げることができるが、本発明においてはこれらのいずれであっても好適に
用いることができる。
【０１５８】
（２）画素電極
　本発明に用いられる画素電極としては、一般的に液晶表示装置用の画素電極として用い
られているものを特に制約なく用いることができる。このような画素電極としては、一般
的に液晶表示装置用の画素電極として用いられているものを特に制約なく用いることがで
きる。なかでも本発明においては、酸化インジウム、酸化錫、酸化インジウム錫（ＩＴＯ
）からなる画素電極が好適に用いられる。
【０１５９】
　なお、上述したように上記画素電極は上記ＴＦＴ電極を構成するドレイン電極と接続す
るように形成される。
【０１６０】
３．基板
　次に、本発明に用いられる基板について説明する。本発明に用いられる基板は上記ＴＦ
Ｔ電極層および上記スペーサー部を支持するものである。
【０１６１】
　本発明に用いられる基板は、必ずしも透明性を有することが求められるものではない。
すなわち、本発明の強誘電性液晶用ＴＦＴ基板を用いて液晶表示素子を作製した場合、通
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常、本発明の強誘電性液晶用ＴＦＴ基板は画像表示面とは反対側に配置されることになる
。したがって、本発明の強誘電性液晶用ＴＦＴ基板を用いてバックライト方式等の透過型
液晶表示素子を作製する場合においては上記基板が透明性を有することが必要であるが、
反射型液晶表示素子を作製する場合においては必ずしも透明性を有することは必要とされ
ない。
【０１６２】
　本発明に用いられる基板としては、例えば、ガラス基板および樹脂製フィルム基材等、
一般的に液晶表示装置用の基板として用いられている基板を、特に制約なく用いることが
できる。
　ここで、上記樹脂製フィルム基材の具体例については、上記「Ａ．強誘電性液晶用基板
」の項において説明したものと同様であるため、ここでの説明は省略する。
【０１６３】
　また、本発明に用いられる基板に透明性が求められる場合においては、可視光領域にお
ける透過率が８０％以上であることが好ましく、９０％以上であることがより好ましい。
【０１６４】
４．その他の構成
　本発明の強誘電性液晶用ＴＦＴ基板は、上記スペーサー部、ＴＦＴ電極層および基板以
外に他の構成を有するものであっても良い。このような他の構成としては特に限定される
ものではなく、本発明の強誘電性液晶用ＴＦＴ基板の用途等に応じて任意の機能を備える
構成を用いることができる。なかでも本発明に好適に用いられる上記他の構成としては、
上記スペーサー部および上記ＴＦＴ電極層上に形成され、強誘電性液晶に対して配向規制
力を有する配向層を挙げることができる。このような配向層が形成されていることにより
、本発明の強誘電性液晶用ＴＦＴ基板を用いて液晶表示素子を作製する際に、液晶表示素
子の製造工程を簡略化することができる。
【０１６５】
　本発明の強誘電性液晶用ＴＦＴ基板が上記配向層を有する態様について図を参照しなが
ら説明する。図１０は本発明の強誘電性液晶用ＴＦＴ基板が上記配向層を有する場合の一
例を示す概略図である。図１０に例示するように、本発明の強誘電性液晶用ＴＦＴ基板２
０’は、スペーサー部２３およびＴＦＴ電極層２２上に強誘電性液晶に対して配向規制力
を有する配向層２５を有するものであっても良い。
【０１６６】
　なお、本発明に用いられる配向層は、上記「Ａ．強誘電性液晶用基板」の項において説
明したものと同様であるため、ここでの説明は省略する。
【０１６７】
５．強誘電性液晶用ＴＦＴ基板の製造方法
　次に、本発明に用いられる強誘電性液晶用ＴＦＴ基板の製造方法について説明する。本
発明の強誘電性液晶用ＴＦＴ基板の製造方法としては、上記構成を有する強誘電性液晶用
ＴＦＴ基板を製造できる方法であれば特に限定されるものではない。このような製造方法
としては、例えば、上記基板を用い、上記基板上にＴＦＴ電極層を形成するＴＦＴ電極層
形成工程と、上記ＴＦＴ電極層上に上記スペーサー部を形成するスペーサー部形成工程と
からなる方法を例示することができる。
【０１６８】
　上記ＴＦＴ電極層形成工程において、上記ＴＦＴ電極層を形成する方法としては、所望
のＴＦＴ電極および画素電極を有するＴＦＴ電極層を形成できる方法であれば特に限定さ
れるものではなく、一般的に液晶表示装置等に用いられるＴＦＴ電極層を作製するために
用いられる方法を用いることができる。
【０１６９】
　また、上記スペーサー部形成工程において、上記スペーサー部を形成する方法としては
、上記ＴＦＴ電極層形成工程において形成されたＴＦＴ電極層の画素電極の境界上に、所
望の形状を有するスペーサー部を形成できる方法であれば特に限定されるものではない。



(29) JP 2009-3358 A 2009.1.8

10

20

30

40

50

このような方法としては、リソグラフィー法や転写法等の一般的に液晶表示装置を製造す
る際にスペーサーを形成する方法を用いることができる。
【０１７０】
Ｃ．液晶表示素子
　次に、本発明の液晶表示装置について説明する。本発明の液晶表示装置はその構成によ
り２態様に大別することができる。
　以下、各態様に分けて本発明の液晶表示素子について詳細に説明する。
【０１７１】
Ｃ－１：第１態様の液晶表示素子
　まず、本発明の第１態様の液晶表示素子について説明する。本態様の液晶表示素子は、
上記本発明に係る強誘電性液晶用基板が用いられたものである。
　すなわち、本態様の液晶表示素子は、上記本発明に係る強誘電性液晶用基板、および、
基板と、上記基板上に形成され、複数のＴＦＴ電極および上記ＴＦＴ電極に接続された画
素電極を有するＴＦＴ電極層と、上記ＴＦＴ電極層上に形成され、強誘電性液晶に対する
配向規制力を有する対向配向層と、を有するＴＦＴ電極側基板が、上記配向層と上記対向
配向層とが対向するように配置されており、かつ、上記強誘電性液晶用基板および上記Ｔ
ＦＴ電極側基板の間に強誘電性液晶を含有する液晶層が形成されていることを特徴とする
ものである。
【０１７２】
　このような本態様の液晶表示素子について図を参照しながら説明する。図１１は、本態
様の液晶表示素子の一例を示す概略図である。図１１に例示するように、本態様の液晶表
示素子４０は、強誘電性液晶に対する配向規制力を有する配向層６が形成された構成を有
する、本発明の強誘電性液晶用基板１０’’と、ＴＦＴ電極側基板３０との間に強誘電性
液晶を含有する液晶層４１が形成された構成を有するものである。
　ここで、上記ＴＦＴ側基板３０は、基板３１と、上記基板３１上に形成され、複数のＴ
ＦＴ電極３２ａおよび上記ＴＦＴ電極３２ａに接続された画素電極３２ｂを有するＴＦＴ
電極層３２と、上記ＴＦＴ電極層３２上に形成され、強誘電性液晶に対する配向規制力を
有する対向配向層３３と、を有するものである。
　また図１１に例示するように、本態様の液晶表示素子には、通常、上記液晶層を封止す
るためのシール材４２が用いられる。
【０１７３】
　本態様によれば、上記本発明に係る強誘電性液晶用基板が用いられていることにより、
強誘電性液晶が用いられた液晶表示素子であって、短時間で製造可能であり、かつ、表示
ムラの少ない液晶表示素子を得ることができる。
【０１７４】
　本態様の液晶表示素子は、少なくとも強誘電性液晶用基板、ＴＦＴ電極側基板、および
、液晶層を有するものであり、必要に応じて他の構成を有しても良いものである。
　以下、本態様の液晶表示素子に用いられる各構成について順に説明する。
【０１７５】
１．強誘電性液晶用基板
　まず、本態様に用いられる強誘電性液晶用基板について説明する。本態様に用いられる
強誘電性液晶用基板は、上記本発明に係る強誘電性液晶用基板のうち、強誘電性液晶に対
する配向規制力を有する配向層が形成された構成を有するものである。
　本態様の液晶表示素子は、上記強誘電性液晶用基板として、このような構成を有する本
発明の強誘電性液晶用基板が用いられていることにより、短時間で製造可能であり、かつ
、表示ムラの少ない強誘電性液晶が用いられた液晶表示素子を得ることができるのである
。
【０１７６】
　ここで、本態様に用いられる強誘電性液晶用基板については、上記「Ａ．強誘電性液晶
用基板」の項において説明したものと同様であるため、ここでの説明は省略する。
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【０１７７】
２．ＴＦＴ電極側基板
　次に、本態様に用いられるＴＦＴ電極側基板について説明する。本態様に用いられるＴ
ＦＴ電極側基板は、基板と、上記基板上に形成され、複数のＴＦＴ電極および上記ＴＦＴ
電極に接続された画素電極を有するＴＦＴ電極層と、上記ＴＦＴ電極層上に形成され、強
誘電性液晶に対する配向規制力を有する対向配向層とを有するものである。
【０１７８】
　ここで、上記基板および上記ＴＦＴ電極層については、上記「Ｂ．強誘電性液晶用ＴＦ
Ｔ基板」の項において説明したものと同様であるため、ここでの説明は省略する。
　また、上記配向層については、上記「Ａ．強誘電性液晶用基板」の項において説明した
ものと同様であるため、ここでの説明は省略する。
【０１７９】
３．液晶層
　次に、本態様に用いられる液晶層について説明する。本態様に用いられる液晶層は、強
誘電性液晶を含有するものである。
　以下、このような液晶層について説明する。
【０１８０】
（１）強誘電性液晶
　まず、本態様に用いられる強誘電性液晶について説明する。本態様に用いられる強誘電
性液晶は、カイラルスメクチックＣ相（ＳｍＣ＊）を発現するものであれば特に限定され
るものではない。なかでも本発明においては単安定性を示すものを用いることが好ましい
。上記強誘電性液晶として単安定性を示すものを用いることにより、階調表示が可能な液
晶表示素子を得ることができるからである。
【０１８１】
　ここで、「単安定性を示す」とは、電圧無印加時の強誘電性液晶の状態がひとつの状態
で安定化している状態をいう。具体的に説明すると、図１２に例示するように、強誘電性
液晶Ａは層法線ｚに対しチルト角±θだけ傾く二つの状態間をコーン上に動作することが
できるが、電圧無印加時に強誘電性液晶Ａが上記コーン上のいずれかひとつの状態で安定
化している状態をいう。
【０１８２】
　本態様に用いられる強誘電性液晶は、相系列がネマチック相（Ｎ）－コレステリック相
（Ｃｈ）－カイラルスメクチックＣ相（ＳｍＣ＊）、またはネマチック相（Ｎ）－カイラ
ルスメクチックＣ相（ＳｍＣ＊）と相変化し、相系列にスメクチックＡ相（ＳｍＡ）を有
さない材料（第１態様）と、相系列にＳｍＡを有する材料（第２態様）とに大別すること
ができる。
　以下、各態様の強誘電性液晶について説明する。
【０１８３】
（第１態様の強誘電性液晶）
　本態様の強誘電性液晶は、相系列がＮ－Ｃｈ－ＳｍＣ＊、またはＮ－ＳｍＣ＊と相変化
し、ＳｍＡを経由しない材料（第１態様）である。
【０１８４】
　本態様の強誘電性液晶は、薄膜トランジスタ（ＴＦＴ）を用いたアクティブマトリック
ス方式による駆動が可能になり、また、電圧変調により階調制御が可能になる利点を有す
る。したがって、本態様の強誘電性液晶を用いることにより、高精細で高品位の表示を実
現することができる液晶表示素子を得ることができる。また、本態様の強誘電性液晶は、
本態様の液晶表示素子をフィールドシーケンシャルカラー方式により駆動させる場合に好
適に用いることができる。
【０１８５】
　本態様の強誘電性液晶は、単安定性を有する液晶材料を用いることが好ましい。ここで
、単安定性とは、上述したように電圧非印加時に１つの安定状態のみを有する性質をいい
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、特に、正負いずれかの電圧を印加したときにのみ液晶分子が動作するハーフＶ字駆動す
るものが、白黒シャッターの開口時間を長くとることができ、明るいカラー表示を実現す
ることができる点で好ましい。
【０１８６】
　本態様に用いられる強誘電性液晶として、具体的には、ＡＺエレクトロニックマテリア
ルズ社より販売されている「Ｒ２３０１」が挙げられる。
【０１８７】
（第２態様の強誘電性液晶）
　本態様の強誘電性液晶は、降温過程においてＳｍＡ相を経由してＳｍＣ＊相を発現し、
かつ、ＳｍＣ＊相において単安定性を示すことができる材料である。
　本態様の強誘電性液晶は、上述した第１態様の強誘電性液晶と同様に、単安定性を有す
る液晶材料を用いることにより、薄膜トランジスタ（ＴＦＴ）を用いたアクティブマトリ
ックス方式による駆動が可能になる、また、電圧変調により階調制御が可能になり、高精
細で高品位の表示を実現することができる。さらに、本態様の強誘電性液晶は、材料の選
択の幅が広い点において利点を有する。
【０１８８】
　本態様の強誘電性液晶は、降温過程においてＳｍＡ相を経由してＳｍＣ＊相を示すもの
であれば特に限定されるものではなく、これらの液晶相の高温側または低温側に他の液晶
相を示すものであってもよい。これらの中でも、材料選択の幅が広いことから、Ｃｈ相か
らＳｍＡ相を経由してＳｍＣ＊相を発現する材料を用いることが好ましい。このような強
誘電性液晶としては、一般に知られる材料の中から要求特性に応じて種々選択することが
できる。
【０１８９】
　また、このような強誘電性液晶としては、ＳｍＣ＊相を示す単一の材料を用いることも
できるが、低粘度でＳｍＣ相を示しやすいノンカイラルな液晶（以下、ホスト液晶とする
場合がある。）に、それ自身ではＳｍＣ相を示さないが大きな自発分極と適当な螺旋ピッ
チを誘起する光学活性物質を少量添加することにより、上記のような相系列を示す材料が
、低粘度であり、より速い応答性を実現できることから好ましい。
【０１９０】
　上記ホスト液晶としては、広い温度範囲でＳｍＣ相を示す材料であることが好ましく、
一般に強誘電性液晶のホスト液晶として知られているものであれば特に限定されることな
く使用することができる。例えば、下記一般式：
　　　　　Ｒａ－Ｑ１－Ｘ１－（Ｑ２－Ｙ１）ｍ’－Ｑ３－Ｒｂ
（式中、ＲａおよびＲｂはそれぞれ、直鎖状もしくは分岐状のアルキル基、アルコキシ基
、アルコキシカルボニル基、アルカノイルオキシ基またはアルコキシカルボニルオキシ基
であり、Ｑ１、Ｑ２およびＱ３はそれぞれ、１，４－フェニレン基、１，４－シクロヘキ
シレン基、ピリジン－２，５－ジイル基、ピラジン－２，５－ジイル基、ピリダジン－３
，６－ジイル基、１，３－ジオキサン－２，５－ジイル基であり、これらの基はハロゲン
原子、水酸基、シアノ基等の置換基を有していてもよく、Ｘ１およびＹ１はそれぞれ、－
ＣＯＯ－、－ＯＣＯ－、－ＣＨ２Ｏ－、－ＯＣＨ２－、－ＣＨ２ＣＨ２－、－Ｃ≡Ｃ－ま
たは単結合であり、ｍ’は０または１である。）で表される化合物を使用することができ
る。ホスト液晶としては、上記化合物を１種単独でも２種以上を組み合わせて用いること
もできる。
【０１９１】
　上記ホスト液晶に添加する光学活性物質としては、自発分極が大きく、適当な螺旋ピッ
チを誘起する能力を持った材料であれば特に限定されるものではなく、一般にＳｍＣ相を
示す液晶組成物に添加する材料として知られるものを使用することができる。特に少量の
添加量で大きな自発分極を誘起できる材料であることが好ましい。このような光学活性物
質としては、例えば、下記一般式：
　　　　　Ｒｃ－Ｑ１－Ｚａ－Ｑ２－Ｚｂ－Ｑ３－Ｚｃ－Ｒｄ
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（式中、Ｒｄ、Ｑ１、Ｑ２、Ｑ３は上記一般式と同じ意味を表し、ＺａおよびＺｂは－Ｃ
ＯＯ－、－ＯＣＯ－、－ＣＨ２Ｏ－、－ＯＣＨ２－、－ＣＨ２ＣＨ２－、－Ｃ≡Ｃ－、－
ＣＨ＝Ｎ－、－Ｎ＝Ｎ－、－Ｎ（→Ｏ）＝Ｎ－、－Ｃ（＝Ｏ）Ｓ－または単結合であり、
Ｒｃは不斉炭素原子を有していてもよい直鎖状もしくは分岐状のアルキル基、アルコキシ
基、アルコキシカルボニル基、アルカノイルオキシ基またはアルコキシカルボニルオキシ
基であり、Ｒｄは不斉炭素原子を有する直鎖状もしくは分岐状のアルキル基、アルコキシ
基、アルコキシカルボニル基、アルカノイルオキシ基またはアルコキシカルボニルオキシ
基であり、ＲｃおよびＲｄはハロゲン原子、シアノ基、水酸基で置換されていてもよい。
）で表される化合物を使用することができる。光学活性物質としては、上記化合物を１種
単独でも２種以上を組み合わせて用いることもできる。
【０１９２】
　本態様に用いられる強誘電性液晶として、具体的には、ＡＺエレクトロニックマテリア
ルズ社製「ＦＥＬＩＸＭ４８５１－１００」などが挙げられる。
【０１９３】
（２）その他の化合物
　本態様に用いられる液晶層には、上記強誘電性液晶以外に他の化合物が含有されていて
も良い。このような他の化合物としては、本態様の液晶表示素子に求める機能に応じて任
意の機能を備えるものを用いることができる。なかでも本態様に好適に用いられる上記他
の化合物としては、重合性モノマーの重合物を挙げることができる。液晶層中にこのよう
な重合性モノマーの重合物が含有されることにより、上記強誘電性液晶の配列がいわゆる
「高分子安定化」され、配向安定性に優れた液晶表示素子を得ることができる。
　以下、上記重合性モノマーの重合物について説明する。
【０１９４】
ａ．重合性モノマー
　上記重合性モノマーの重合物に用いられる重合性モノマーとしては、重合反応により重
合物を生じる化合物であれば特に限定されない。このような重合性モノマーとしては、加
熱処理により重合反応を生じる熱硬化性樹脂モノマー、および活性放射線の照射により重
合反応を生じる活性放射線硬化性樹脂モノマーを挙げることができる。なかでも本発明に
おいては活性放射線硬化性樹脂モノマーを用いることが好ましい。熱硬化性樹脂モノマー
は重合反応を生じさせるために加温処理をすることが必要であるため、このような加温処
理により上記強誘電性液晶の規則的な配列が損なわれたり、相転移が誘起されてしまう虞
がある。一方、活性放射線硬化性樹脂モノマーではこのような虞が無く、重合反応が生じ
ることによって強誘電性液晶の配列が害されることが少ないからである。
【０１９５】
　上記活性放射線硬化性樹脂モノマーとしては、電子線の照射により重合反応を生じる電
子線硬化性樹脂モノマー、および光照射により重合反応を生じる光硬化性樹脂モノマーを
挙げることができる。なかでも本発明においては、光硬化性樹脂モノマーを用いることが
好ましい。光硬化性樹脂モノマーを用いることにより、本発明の液晶表示素子の製造方法
を簡略化することができるからである。
【０１９６】
　上記光硬化性樹脂モノマーとしては、波長が１５０ｎｍ～５００ｎｍの範囲内の光を照
射することにより、重合反応を生じるものであれば特に限定されない。なかでも本発明お
いては、波長が２５０ｎｍ～４５０ｎｍの範囲内、特に３００ｎｍ～４００ｎｍの範囲内
の光を照射することにより重合反応を生じる紫外線硬化性樹脂モノマーを用いることが好
ましい。照射装置の容易性等の面において利点を有するからである。
【０１９７】
　上記紫外線硬化性樹脂モノマーが有する重合性官能基は、上記波長領域の紫外線照射に
より、重合反応を生じるものであれば特に限定されない。本発明においては、アクリレー
ト基を有する紫外線硬化型樹脂モノマーを用いることが好ましい。
【０１９８】
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　上記紫外線硬化性樹脂モノマーは、一分子中に一つの重合性官能基を有する単官能性モ
ノマーであってもよく、また、一分子中に二以上の重合性官能基を有する多官能性モノマ
ーであってもよい。なかでも本発明においては、多官能性モノマーを用いることが好まし
い。多官能性モノマーを用いることにより、上記液晶層においてより強いポリマーネット
ワークを形成することが可能になるため、分子間力および光配向層界面におけるポリマー
ネットワークを強化することができる。したがって、多官能性モノマーを用いることによ
り、液晶層の温度変化によって上記強誘電性液晶の配列が乱れることを抑制することがで
きるからである。
【０１９９】
　本発明においては、上記多官能性モノマーの中でも分子の両末端に重合性官能基を有す
る２官能性モノマーであることが好ましい。分子の両端に上記官能基を有することにより
、ポリマー同士の間隔が広いポリマーネットワークを形成することができるため、液晶層
に重合性モノマーの重合物を含むことによる強誘電性液晶の駆動電圧の低下を防止できる
からである。
【０２００】
　本発明においては、上記紫外線硬化性樹脂モノマーのなかでも、液晶性を発現する紫外
線硬化性液晶モノマーを用いることが好ましい。このような紫外線硬化性液晶モノマーが
好ましい理由は次の通りである。すなわち、紫外線硬化性液晶モノマーは液晶性を示すこ
とから、上記光配向層の配向規制力により規則的に配列することができる。したがって、
紫外線硬化性液晶モノマーを規則的に配列した後に、重合反応を生じさせることにより、
上記液晶層中に、規則的な配列状態を維持したまま固定化することが可能になる。このよ
うな規則的な配列状態を有する重合物が液晶層中に存在することにより、上記強誘電性液
晶の配列安定性を向上することができるため、本発明の液晶表示素子を耐熱性や耐衝撃性
に優れたものにできるからである。
【０２０１】
　上記紫外線硬化性液晶モノマーが示す液晶相としては、特に限定されず、例えばネマテ
ィック相、ＳｍＡ相、ＳｍＣ相を挙げることができる。
【０２０２】
　本発明に用いられる上記紫外線硬化性液晶モノマーとしては、例えば、下記式に示す化
合物を挙げることができる。
【０２０３】
【化１１】

【０２０４】
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　上記式において、Ａ、Ｂ、Ｄ、ＥおよびＦはベンゼン、シクロヘキサンまたはピリミジ
ンを表し、これらはハロゲン等の置換基を有していてもよい。また、ＡおよびＢ、あるい
はＤおよびＥは、アセチレン基、メチレン基、エステル基等の結合基を介して結合してい
てもよい。Ｍ１およびＭ２は、水素原子、炭素数３～９のアルキル基、炭素数３～９のア
ルコキシカルボニル基、またはシアノ基のいずれであってもよい。さらに、分子鎖末端の
アクリロイルオキシ基とＡまたはＤとは、炭素数３～６のアルキレン基等のスペーサーを
介して結合していてもよい。
【０２０５】
　上記式において、Ｙは、水素、炭素数１～２０のアルキル、炭素数１～２０のアルケニ
ル、炭素数１～２０のアルキルオキシ、炭素数１～２０のアルキルオキシカルボニル、ホ
ルミル、炭素数１～２０のアルキルカルボニル、炭素数１～２０のアルキルカルボニルオ
キシ、ハロゲン、シアノまたはニトロを表す。
【０２０６】
　上記式で示される化合物のなかでも、本発明において好適に用いられる具体的な化合物
としては、下記式の化合物を例示することができる。
【０２０７】
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【０２０８】
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【０２０９】
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【化１５】

【０２１０】
ｂ．重合性モノマーの重合物
　本発明に用いられる重合性モノマーの重合物は、単一の重合性モノマーの重合物であっ
ても良く、また２以上の異なる重合性モノマーの重合物であっても良い。２以上の異なる
重合性モノマーの重合物とする場合は、例えば、上記紫外線硬化性液晶モノマーと他の紫
外線硬化性樹脂モノマーとの重合物を例示することができる。
【０２１１】
　重合性モノマーとして上記紫外線硬化性液晶モノマーを用いた場合、本発明に用いられ
る重合性モノマーの重合物としては、主鎖に液晶性を示す原子団を有することにより主鎖
が液晶性を示す主鎖液晶型重合物であっても良く、また側鎖に液晶性を示す原子団を有す
ることにより側鎖が液晶性を示す側鎖液晶型重合物であっても良い。なかでも本発明にお
いては、側鎖液晶型重合物であることが好ましい。液晶性を示す原子団が側鎖に存在する
ことにより当該原子団の自由度が高くなるため、液晶層において液晶性を示す原子団が配
向しやすくなるからである。また、その結果として液晶層中の強誘電性液晶の配向安定性
を向上することができるからである。
【０２１２】
　上記液晶層中における重合性モノマーの重合物の存在量は、上記強誘電性液晶の配列安
定性を所望の程度にできる範囲内であれば特に限定されないが、通常、液晶層中に０．５
質量％～３０質量％の範囲内が好ましく、特に１質量％～２０質量％の範囲内が好ましく
、中でも１質量％～１０質量％の範囲内であることが好ましい。上記範囲よりも多いと、
上記強誘電性液晶の駆動電圧の増加や、応答速度の低下を生じる場合があるからである。
また、上記範囲よりも少ないと上記強誘電性液晶の配列安定性が不十分となり、本発明の
液晶表示素子の耐熱性や耐衝撃性を損なってしまう可能性があるからである。
　ここで、液晶層中における重合性モノマーの重合物の存在量は、液晶層中の単分子液晶
を溶剤で洗い流した後、残存する重合性モノマーの重合物の重量を電子天秤で測量するこ
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とによって求めた残存量と、上記液晶層の総質量とから算出することができる。
【０２１３】
(３）液晶層
　本態様に用いられる液晶層の厚みは、１．２μｍ～３．０μｍの範囲内であるのが好ま
しく、より好ましくは１．３μｍ～２．５μｍ、さらに好ましくは１．４μｍ～２．０μ
ｍの範囲内である。液晶層の厚みが薄すぎるとコントラストが低下するおそれがあり、逆
に液晶層の厚みが厚すぎると強誘電性液晶が配向しにくくなる可能性があるからである。
【０２１４】
４．液晶表示素子
　本態様の液晶表示素子には、上記強誘電性液晶用基板、ＴＦＴ電極側基板、および、液
晶層以外の他の構成を有するものであっても良い。このような他の構成としては特に限定
されるものではなく、一般的に液晶表示装置に用いられる構成を用いることができる。
【０２１５】
　また、上記強誘電性液晶用基板およびＴＦＴ電極側基板がともに、反応性液晶層が積層
された配向層を有するものである場合、両者の反応性液晶層を構成する反応性液晶は互い
に組成が異なるものであることが好ましい。上記強誘電性液晶用基板に用いられる上記反
応性液晶と、上記ＴＦＴ電極側基板に用いられる反応性液晶が、互いに異なる組成である
ことにより、ジグザグ欠陥、ヘアピン欠陥やダブルドメイン等の配向欠陥の発生を抑制し
、強誘電性液晶を用いて単安定性の動作モードを実現することができるからである。
【０２１６】
　本態様の液晶表示素子は、アクティブマトリックス方式により駆動させることが好まし
く、さらにカラーフィルター方式またはフィールドシーケンシャルカラー方式を採用する
ことによりカラーの液晶表示素子とすることができる。
　また、本発明においては、ＴＦＴ基板側または共通電極基板側にマイクロカラーフィル
タを配置することにより、カラー表示が可能であるが、強誘電性液晶の高速応答性を利用
することにより、マイクロカラーフィルタを用いることなく、ＬＥＤ光源と組み合わせて
フィールドシーケンシャルカラー方式によるカラー表示が可能になる。
　また、上記強誘電性液晶が単安定性を示す場合、本発明の液晶表示素子は、基本的には
ＴＦＴを用いたアクティブマトリックス方式により駆動させるが、セグメント方式による
駆動も可能である。
【０２１７】
５．液晶表示素子の製造方法
　次に、本態様の液晶表示素子の製造方法について説明する。本態様の液晶表示素子の製
造方法としては、上記構成を有する液晶表示素子を作製することが可能な方法であれば特
に限定されるものではない。このような方法としては、例えば、後述する「Ｄ－１：第１
態様の液晶表示素子の製造方法」の項において説明する方法を挙げることができる。
【０２１８】
Ｃ－２：第２態様の液晶表示素子
　次に、本発明の第２態様の液晶表示素子について説明する。本態様の液晶表示素子は、
上記本発明に係る強誘電性液晶用ＴＦＴ基板が形成されたものである。
　すなわち本態様の液晶表示素子は、上記本発明に係る強誘電性液晶用ＴＦＴ基板、およ
び、基板と、上記基板上に形成された共通電極と、上記共通電極上に形成され、強誘電性
液晶に対する配向規制力を有する対向配向層と、を有する対向基板が、上記配向層と上記
対向配向層とが対向するように配置されており、かつ、上記強誘電性液晶用ＴＦＴ基板お
よび対向基板の間に強誘電性液晶を含有する液晶層が形成されていることを特徴とするも
のである。
【０２１９】
　このような本態様の液晶表示素子について図を参照しながら説明する。図１３は、本態
様の液晶表示素子の一例を示す概略図である。図１３に例示するように、本態様の液晶表
示素子６０は、強誘電性液晶に対する配向規制力を有する配向層２５が形成された構成を



(39) JP 2009-3358 A 2009.1.8

10

20

30

40

50

有する、本発明の強誘電性液晶用ＴＦＴ基板２０’と、対向基板５０との間に、強誘電性
液晶を含有する液晶層６１が形成された構成を有するものである。
　このような例において、上記対向基板５０は、基板５１と、上記基板５１上に形成され
た共通電極５２と、上記共通電極５２に形成され、強誘電性液晶に対する配向規制力を有
する対向配向層５３と、を有するものである。
　また図１３に例示するように、本態様の液晶表示素子には、通常、上記液晶層を封止す
るためのシール材６２が用いられる。
【０２２０】
　本態様によれば、上記本発明に係る強誘電性液晶用ＴＦＴ基板が用いられていることに
より、強誘電性液晶が用いられた液晶表示素子であって、短時間で製造可能であり、かつ
、ムラの少ない液晶表示素子を得ることができる。
【０２２１】
　本態様の液晶表示素子は、少なくとも上記強誘電性液晶用ＴＦＴ基板、対向基板および
液晶層を有するものであり、必要に応じて他の構成を有しても良いものである。
　以下、本態様の液晶表示装置に用いられる各構成について順に説明する。
【０２２２】
１．強誘電性液晶用ＴＦＴ基板
　まず、本態様に用いられる強誘電性液晶用ＴＦＴ基板について説明する。本態様に用い
られる強誘電性液晶用ＴＦＴ基板は、上記本発明に係る強誘電性液晶用ＴＦＴ基板のうち
、強誘電性液晶に対する配向規制力を有する配向層が形成された構成を有するものである
。
　本態様の液晶表示素子は、上記強誘電性液晶用ＴＦＴ基板としてこのような構成を有す
る本発明の強誘電性液晶用ＴＦＴ基板が用いられていることにより、短時間で製造可能で
あり、かつ、表示ムラの少ない強誘電性液晶が用いられた液晶表示素子を得ることができ
るのである。
【０２２３】
　ここで、本態様に用いられる強誘電性液晶用ＴＦＴ基板については、上記「Ａ．強誘電
性液晶用基板」の項において説明したものと同様であるため、ここでの説明は省略する。
【０２２４】
２．対向基板
　次に、本態様に用いられる対向基板について説明する。本態様に用いられる対向基板は
基板と、上記基板上に形成された共通電極と、上記共通電極上に形成され、強誘電性液晶
に対する配向規制力を有する対向配向層と、を有するものである。
　ここで、本態様に用いられる対向基板に用いられる上記基板、共通電極および対向配向
層については、本発明に係る強誘電性液晶用基板に用いられる基板、共通電極および配向
層として、上記「Ａ．強誘電性液晶用基板」の項において説明したものと同様であるため
、ここでの説明は省略する。
【０２２５】
　本態様に用いられる対向基板は、上記基板、共通電極および対向配向層以外に他の構成
を有するものであっても良い。このような他の構成としては、本態様の液晶表示素子に求
める機能に応じて、所望の機能を有する構成を用いることができる。なかでも上記対向基
板に好適に用いられる上記他の構成としては、上記基板と上記共通電極との間に形成され
、複数の着色層を備えるカラーフィルター層を挙げることができる。このようなカラーフ
ィルター層が形成されていることにより、本態様の液晶表示素子をカラーフィルター方式
によるカラー表示に適したものにすることができる。
【０２２６】
　本態様に用いられる対向基板が、上記カラーフィルター層を有する態様について図を参
照しながら説明する。図１４は上記カラーフィルター層を有する対向基板が用いられた液
晶表示素子の一例を示す概略図である。図１４に例示するように、本態様の液晶表示素子
は６０’、対向基板５０’として基板５１と共通電極５２との間に、複数の着色層を有す
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るカラーフィルター層５４が形成されたものであっても良い。
【０２２７】
　なお、本態様に用いられる上記カラーフィルター層としては、上記「Ａ．強誘電性液晶
用基板」の甲において説明したものと同様であるため、ここでの説明は省略する。
【０２２８】
３．液晶層
　次に、本態様に用いられる液晶層について説明する。本態様に用いられる液晶層は強誘
電性液晶を含有するものである。
　ここで、本態様に用いられる液晶層については、上記「Ｃ－１：第１態様の液晶表示素
子」の甲において説明したものと同様であるため、ここでの説明は省略する。
【０２２９】
４．液晶表示素子
　本態様の液晶表示素子には、上記強誘電性液晶用ＴＦＴ基板、対向基板、および、液晶
層以外の他の構成を有するものであっても良い。このような他の構成としては特に限定さ
れるものではなく、一般的に液晶表示装置に用いられる構成を用いることができる。
【０２３０】
　また、上記強誘電性液晶用ＴＦＴ基板および対向基板がともに、反応性液晶層が積層さ
れた配向層を有するものである場合、両者の反応性液晶層を構成する反応性液晶は組成が
互いに異なるものであることが好ましい。上記強誘電性液晶用基板に用いられる上記反応
性液晶と、上記ＴＦＴ電極側基板に用いられる反応性液晶が、互いに異なる組成であるこ
とにより、ジグザグ欠陥、ヘアピン欠陥やダブルドメイン等の配向欠陥の発生を抑制し、
強誘電性液晶を用いて単安定性の動作モードを実現することができるからである。
【０２３１】
　本態様の液晶表示素子は、アクティブマトリックス方式により駆動させることが好まし
く、さらにカラーフィルター方式またはフィールドシーケンシャルカラー方式を採用する
ことによりカラーの液晶表示素子とすることができる。
　また、本発明においては、ＴＦＴ基板側または共通電極基板側にマイクロカラーフィル
タを配置することにより、カラー表示が可能であるが、強誘電性液晶の高速応答性を利用
することにより、マイクロカラーフィルタを用いることなく、ＬＥＤ光源と組み合わせて
フィールドシーケンシャルカラー方式によるカラー表示が可能になる。
　また、上記強誘電性液晶が単安定性を示す場合、本発明の液晶表示素子は、基本的には
ＴＦＴを用いたアクティブマトリックス方式により駆動させるが、セグメント方式による
駆動も可能である。
【０２３２】
５．液晶表示素子の製造方法
　次に、本態様の液晶表示素子の製造方法について説明する。本態様の液晶表示素子の製
造方法としては、上記構成を有する液晶表示素子を作製することが可能な方法であれば特
に限定されるものではない。このような方法としては、例えば、後述する「Ｄ－２：第２
態様の液晶表示素子の製造方法」の項において説明する方法を挙げることができる。
【０２３３】
Ｄ．液晶表示素子の製造方法
　次に、本発明の液晶表示素子の製造方法について説明する。ここで、本発明の液晶表示
素子の製造方法は、上記本発明に係る強誘電性液晶用基板を用いる態様（第１態様）と、
上記本発明に係る強誘電性液晶用ＴＦＴ基板を用いる態様（第２態様）とに分けることが
できる。したがって、以下、各態様に分けて本発明の液晶表示素子の製造方法について順
に説明する。
【０２３４】
Ｄ－１：第１態様の液晶表示素子の製造方法
　まず、本発明の第１態様の液晶表示素子の製造方法について説明する。本態様の液晶表
示素子の製造方法は、上記本発明に係る強誘電性液晶用基板を用いるものである。
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　すなわち、本態様の液晶表示素子の製造方法は、上記本発明に係る強誘電性液晶用基板
、および、基板と、上記基板上に形成され、複数のＴＦＴ電極および上記ＴＦＴ電極に接
続された画素電極を有するＴＦＴ電極層と、上記ＴＦＴ電極層上に形成され、強誘電性液
晶に対する配向規制力を有する対向配向層と、を有するＴＦＴ電極側基板を用い、上記強
誘電性液晶用基板の上記スペーサー部間に強誘電性液晶を滴下することにより、強誘電性
液晶を充填する液晶充填工程と、上記強誘電性液晶が充填された強誘電性液晶用基板と、
上記ＴＦＴ電極側基板とを減圧雰囲気下において貼り合わせる基板貼り合わせ工程と、上
記強誘電性液晶を配列させる液晶配列工程と、を有することを特徴とするものである。
【０２３５】
　このような本態様の液晶表示素子の製造方法について図を参照しながら説明する。図１
５は本態様の液晶表示素子の製造方法の一例を示す概略図である。図１５に例示するよう
に、本態様の液晶表示素子の製造方法は、配向層６が形成された態様の本発明に係る強誘
電性液晶用基板１０’’、および、基板３１と、上記基板３１上に形成され、複数のＴＦ
Ｔ電極３２ａおよび上記ＴＦＴ電極３２ａに接続された画素電極３２ｂを有するＴＦＴ電
極層３２と、上記ＴＦＴ電極層３２上に形成され、強誘電性液晶に対する配向規制力を有
する対向配向層３３と、を有するＴＦＴ電極側基板３０を用い（図１５（ａ））、上記強
誘電性液晶用基板１０’’の上記スペーサー部３間に強誘電性液晶４１’を滴下すること
により、上記スペーサー部３間に強誘電性液晶４１’を充填する液晶充填工程と（図１５
（ｂ））、上記強誘電性液晶４１’が充填された強誘電性液晶用基板１０’’と、上記Ｔ
ＦＴ電極側基板３２とを減圧雰囲気下において貼り合わせる基板貼り合わせ工程と（図１
５（ｃ））、上記強誘電性液晶４１’を配列させる液晶配列工程と、により液晶表示素子
４０を製造するものである（図１５（ｄ））。
　なお、図１５に例示するように本態様の液晶表示素子の製造方法においては、通常、上
記液晶充填工程においてシール剤４２が用いられる。
【０２３６】
　本態様の液晶表示素子の製造方法によれば、上記本発明に係る強誘電性液晶用基板が用
いられていることにより、短時間で、ムラの少ない液晶表示素子を製造することができる
。
【０２３７】
　本態様の液晶表示素子の製造方法は、少なくとも上記液晶充填工程と、上記基板貼り合
わせ工程と、上記液晶配列工程とを有するものである。
　以下、本態様の液晶表示素子の製造方法に用いられる各工程について順に説明する。
【０２３８】
１．液晶充填工程
　まず、上記液晶充填工程について説明する。上記本発明に係る強誘電性液晶用基板、お
よび、基板と、上記基板上に形成され、複数のＴＦＴ電極および上記ＴＦＴ電極に接続さ
れた画素電極を有するＴＦＴ電極層と、上記ＴＦＴ電極層上に形成され、強誘電性液晶に
対する配向規制力を有する対向配向層と、を有するＴＦＴ電極側基板を用い、上記強誘電
性液晶用基板の上記スペーサー部間に強誘電性液晶を滴下することにより、強誘電性液晶
を充填する工程である。
【０２３９】
　本工程に用いられる強誘電性液晶用基板は、上記本発明に係る液晶表示素子用基板のう
ち、強誘電性液晶に対して配向規制力を有する配向層が用いられた態様のものである。こ
のような強誘電性液晶用基板については、上記「Ａ．強誘電性液晶用基板」の項において
説明したものと同様であるため、ここでの説明は省略する。
【０２４０】
　また、本工程に用いられるＴＦＴ電極側基板についても、上記「Ｃ－１：第１態様の液
晶表示素子の項において説明したものと同様であるため、ここでの説明は省略する。
【０２４１】
　本工程において、上記スペーサー部間に強誘電性液晶を滴下する方法としては、各スペ
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ーサー部間に所定量の強誘電性液晶を滴下できる方法であれば特に限定されるものではな
い。このような方法としては、例えば、インクジェットヘッドを用いて上記強誘電性液晶
を滴下するインクジェット法、ディスペンサーを用いて上記強誘電性液晶を滴下するディ
スペンサー法等の一般的にＯＤＦ方式等によって液晶を滴下する際に用いられている方法
を用いることができる。なかでも本態様においては、インクジェット法を用いることが好
ましい。インクジェット法を用いることによって、本態様の液晶表示素子の製造方法を用
いて、さらにムラの少ない液晶表示素子を製造することができるからである。
【０２４２】
　なお、本工程に用いられるインクジェット法については、一般的にＯＤＦ方式等によっ
て液晶を滴下する際に用いられる方法と同様であるため、ここでの詳しい説明は省略する
。
【０２４３】
　また、本工程に用いられる強誘電性液晶については、上記「Ｃ－１：第１態様の液晶表
示素子」の項において説明したものと同様のものを用いることができるため、ここでの説
明は省略する。
【０２４４】
（２）基板貼り合わせ工程
　次に、本態様に用いられる基板貼り合わせ工程について説明する。本工程は、上記液晶
充填工程により、強誘電性液晶が充填された強誘電性液晶用基板と、上記ＴＦＴ電極基板
とを減圧雰囲気下において貼り合わせる工程である。
【０２４５】
　本工程において上記強誘電性液晶用基板と、上記ＴＦＴ電極側基板とを貼り合わせる方
法としては、所定の減圧条件下において上記基板を貼り合わせることができる方法であれ
ば特に限定されるものではなく、一般的に液晶表示装置の製造する際に、基板を貼り合わ
せる方法として公知の方法を用いることができる。
【０２４６】
　本工程においては、上記強誘電性液晶用基板と、上記ＴＦＴ電極側基板と減圧雰囲気下
において貼り合わせるが、このときの減圧の程度としては、上記強誘電性液晶用基板と、
上記ＴＦＴ電極側基板とを貼り合わせた後に、両基板の間に気泡が封入されない程度であ
れば特に限定されるものではない。なかでも本工程においては、上記減圧の程度が０．０
０００１Ｔｏｒｒ～１００Ｔｏｒｒの範囲内であることが好ましく、特に０．００１Ｔｏ
ｒｒ～５０Ｔｏｒｒの範囲内であることが好ましく、さらには０．０５Ｔｏｒｒ～１０Ｔ
ｏｒｒの範囲内であることが好ましい。上記減圧の程度が上記範囲よりも低いと、強誘電
性液晶が揮発してしまう虞があるからである。また、上記範囲よりも高いと、上記強誘電
性液晶用基板と、上記ＴＦＴ電極側基板とを貼り合わせた後に、両基板の間に気泡が封入
されてしまう可能性があるからである。
【０２４７】
（３）液晶配列工程
　次に、上記液晶配列工程について説明する。本工程は、上記基板貼り合わせ工程により
上記強誘電性液晶用基板と、上記ＴＦＴ電極側基板との間に封入された強誘電性液晶を配
列させる工程である。
　より具体的には、上記強誘電性液晶はカイラルスメクチックＣ相の状態で液晶表示素子
のスイッチング機能を果たすものであるため、本工程は上記強誘電性液晶をカイラルスメ
クチックＣ相に状態にする工程ということができる。
【０２４８】
　本工程において、上記強誘電性液晶を配列させる方法としては、上記強誘電性液晶をカ
イラルスメクチックＣ相の状態にできる方法であれば特に限定されるものではない。この
ような方法としては、通常、上記強誘電性液晶をカイラルスメクチックＣ相からネマチッ
ク相または等方相への転移温度以上に加温し、封入された強誘電性液晶を冷却することに
よりカイラルスメクチックＣ相とする方法が用いられる。



(43) JP 2009-3358 A 2009.1.8

10

20

30

40

50

【０２４９】
Ｄ－２：第２態様の液晶表示素子の製造方法
　次に、本発明の第２態様の液晶表示素子の製造方法について説明する。本態様の液晶表
示素子の製造方法は、上記本発明に係る強誘電性液晶用ＴＦＴ基板を用いるものである。
　すなわち、本態様の液晶表示素子の製造方法は、上記本発明に係る強誘電性液晶用ＴＦ
Ｔ基板、および、基板と、上記基板上に形成された共通電極と、上記共通電極上に形成さ
れ、強誘電性液晶に対する配向規制力を有する対向配向層と、を有する対向基板を用い、
上記強誘電性液晶用ＴＦＴ基板の上記スペーサー部間に強誘電性液晶を滴下することによ
り、強誘電性液晶を充填する液晶充填工程と、上記強誘電性液晶が充填された強誘電性液
晶用ＴＦＴ基板と、上記対向基板とを減圧雰囲気下において貼り合わせる基板貼り合わせ
工程と、上記強誘電性液晶を配列させる液晶配列工程と、を有することを特徴とするもの
である。
【０２５０】
　このような本態様の液晶表示素子の製造方法について図を参照しながら説明する。図１
６は本態様の液晶表示素子の製造方法の一例を示す概略図である。図１６に例示するよう
に、本態様の液晶表示素子の製造方法は、配向層２５が形成された態様の本発明に係る強
誘電性液晶用ＴＦＴ基板２０’、および、基板５１と、上記基板５１上に形成されたカラ
ーフィルター層５４と、上記カラーフィルター層５４上に形成された共通電極５２と、上
記共通電極５２上に形成され、強誘電性液晶に対する配向規制力を有する対向配向層５３
と、を有する対向基板５０’を用い（図１６（ａ））、上記強誘電性液晶用ＴＦＴ基板２
０’の上記スペーサー部２３間に強誘電性液晶６１’を滴下することにより、上記スペー
サー部２３間に強誘電性液晶６１’を充填する液晶充填工程と（図１６（ｂ））、上記強
誘電性液晶６１’が充填された強誘電性液晶用ＴＦＴ基板２０’と、上記対向基板５０’
とを減圧雰囲気下において貼り合わせる基板貼り合わせ工程と（図１６（ｃ））、上記強
誘電性液晶６１’を配列させる液晶配列工程と、により液晶表示素子６０’を製造するも
のである（図１６（ｄ））。
　なお、図１６に例示するように本態様の液晶表示素子の製造方法においては、通常、上
記液晶充填工程においてシール剤６２が用いられる。
【０２５１】
　本態様の液晶表示素子の製造方法によれば、上記本発明に係る強誘電性液晶用ＴＦＴ基
板が用いられていることにより、短時間で、ムラの少ない液晶表示素子を製造することが
できる。
　本態様の液晶表示素子の製造方法は、少なくとも上記液晶充填工程と、上記基板貼り合
わせ工程と、上記液晶配列工程とを有するものである。
　以下、本態様の液晶表示素子の製造方法に用いられる各工程について順に説明する。
【０２５２】
１．液晶充填工程
　まず、上記液晶充填工程について説明する。上記本発明に係る強誘電性液晶用ＴＦＴ基
板、および、基板と、上記基板上に形成された共通電極と、上記共通電極上に形成され、
強誘電性液晶に対する配向規制力を有する対向配向層と、を有する対向基板を用い、上記
強誘電性液晶用ＴＦＴ基板の上記スペーサー部間に強誘電性液晶を滴下することにより、
強誘電性液晶を充填する工程である。
【０２５３】
　本工程に用いられる強誘電性液晶用ＴＦＴ基板は、上記本発明に係る液晶表示素子用Ｔ
ＦＴ基板のうち、強誘電性液晶に対して配向規制力を有する配向層が用いられた態様のも
のである。このような強誘電性液晶用基板については、上記「Ｂ．強誘電性液晶用ＴＦＴ
基板」の項において説明したものと同様であるため、ここでの説明は省略する。
【０２５４】
　また、本工程に用いられる対抗基板についても、上記「Ｃ－２：第２態様の液晶表示素
子の項において説明したものと同様であるため、ここでの説明は省略する。
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【０２５５】
　本工程において、上記スペーサー部間に強誘電性液晶を滴下する方法としては、各スペ
ーサー部間に所定量の強誘電性液晶を滴下できる方法であれば特に限定されるものではな
い。このような方法としては、例えば、インクジェットヘッドを用いて上記強誘電性液晶
を滴下するインクジェット法、ディスペンサーを用いて上記強誘電性液晶を滴下するディ
スペンサー法等の一般的にＯＤＦ方式等によって液晶を滴下する際に用いられている方法
を用いることができる。なかでも本態様においては、インクジェット法を用いることが好
ましい。インクジェット法を用いることによって、本態様の液晶表示素子の製造方法を用
いて、さらにムラの少ない液晶表示素子を製造することができるからである。
【０２５６】
　なお、本工程に用いられるインクジェット法については、一般的にＯＤＦ方式等によっ
て液晶を滴下する際に用いられる方法と同様であるため、ここでの詳しい説明は省略する
。
【０２５７】
　また、本工程に用いられる強誘電性液晶については、上記「Ｃ－２：第２態様の液晶表
示素子」の項において説明したものと同様のものを用いることができるため、ここでの説
明は省略する。
【０２５８】
（２）基板貼り合わせ工程
　次に、本態様に用いられる基板貼り合わせ工程について説明する。本工程は、上記液晶
充填工程により、強誘電性液晶が充填された強誘電性液晶用ＴＦＴ基板と、上記対向基板
とを減圧雰囲気下において貼り合わせる工程である。
　ここで、本工程において上記強誘電性液晶用ＴＦＴ基板と、上記対向基板とを貼り合わ
せる方法については、上記「Ｄ－１：第１態様の液晶表示素子の製造方法」の項において
説明した方法と同様であるため、ここでの説明は省略する。
【０２５９】
（３）液晶配列工程
　次に、上記液晶配列工程について説明する。本工程は、上記基板貼り合わせ工程により
上記強誘電性液晶用ＴＦＴ基板と、上記対向基板との間に封入された強誘電性液晶を配列
させる工程である。
　より具体的には、上記強誘電性液晶はカイラルスメクチックＣ相の状態で液晶表示素子
のスイッチング機能を果たすものであるため、本工程は上記強誘電性液晶をカイラルスメ
クチックＣ相に状態にする工程ということができる。
　ここで、本工程において、上記強誘電性液晶を配列させる方法としては、上記「Ｄ－１
：第１態様の液晶表示素子の製造方法」の項において説明した方法と同様であるため、こ
こでの説明は省略する。
【０２６０】
　なお、本発明は、上記実施形態に限定されるものではない。上記実施形態は、例示であ
り、本発明の特許請求の範囲に記載された技術的思想と実質的に同一な構成を有し、同様
な作用効果を奏するものは、いかなるものであっても本発明の技術的範囲に包含される。
【実施例】
【０２６１】
　以下、実施例を示すことにより、本発明をより具体的に説明する。
【０２６２】
１．実施例１
（強誘電性液晶用ＴＦＴ基板の作製)
　ＴＦＴ電極層が形成されたガラス基板をよく洗浄し、このガラス基板上に透明レジスト
（商品名：ＮＮ７８０　ＪＳＲ社製）をスピンコートして、減圧乾燥し、９０℃で３分間
プリベークを行った。次いで、１００ｍＪ／ｃｍ２の紫外線でマスク露光し、無機アルカ
リ溶液で現像を行い、２３０℃で３０分間ポストベークを行った。これにより、ＴＦＴ電
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極層の非画素領域上に図１７に示されるパターン状の高さ１．５μｍの切り欠き部がある
スペーサー部を形成した。次に、上記スペーサー部を覆うように、光二量化反応型の光配
向膜材料（商品名：ＲＯＰ-１０２、ロリックテクノロジー社製）の２質量％シクロペン
タノン溶液をスピンコートし、１３０℃で１０分間乾燥した後、直線偏光紫外線を約１０
０ｍＪ／ｃｍ２照射し、配向処理を行った。
【０２６３】
（対向基板の作製）
　ＩＴＯ電極が形成されたガラス基板をよく洗浄し、このガラス基板上に、光二量化反応
型の光配向膜材料（商品名：ＲＯＰ-１０３、ロリックテクノロジー社製）の２質量％シ
クロペンタノン溶液をスピンコートし、１３０℃で１０分間乾燥した後、直線紫外線偏光
を約１００ｍＪ／ｃｍ２照射し、配向処理を行った。
【０２６４】
（液晶表示素子の作製）
　次に、真空チャンバー内に配置したホットプレートを１００℃に加熱して、このホット
プレート上に作製した強誘電性液晶用ＴＦＴ基板を配置し、１００℃に加熱したインクジ
ェットヘッドを用いて、強誘電性液晶（商品名：Ｒ２３０１、ＡＺエレクトロニックマテ
リアルズ社製）を塗布した。液晶は隔壁の間に塗布され、その形状は連点状であった。
　次に、作製した対向基板を、吸着プレートで吸着し、強誘電性液晶用ＴＦＴ基板および
対向基板をそれぞれの配向処理方向が平行になるように対向させた。そして、真空チャン
バー内が１０Ｔｏｒｒになるように排気を行った状態で、両基板を密着させ、一定の圧力
をかけた後、真空チャンバー内を常圧に戻した。その後、強誘電性液晶を室温まで徐冷す
ることにより、液晶表示素子を作製した。
【０２６５】
（評価）
　作製した液晶表示素子について偏光顕微鏡で強誘電性液晶の配向状態を観察したところ
、表示領域全体で均一なモノドメイン配向が得られた。
【０２６６】
２．比較例１
　切り欠き部のないスペーサー部を形成したこと意外は実施例１と同様の方法により液晶
表示素子を作製した。
　作製した液晶表示素子では、隔壁ごとに液晶のバラつきがあり液晶量の多い箇所で配向
乱れが観察された。
【０２６７】
３．実施例２
（強誘電性液晶用基板の作製)
　カラーフィルター層が形成されたガラス基板をよく洗浄し、このガラス基板上に透明レ
ジスト（商品名：ＮＮ７８０、ＪＳＲ社製）をスピンコートして、減圧乾燥し、９０℃で
３分間プリベークを行った。次いで、１００ｍＪ／ｃｍ２の紫外線でマスク露光し、無機
アルカリ溶液で現像を行い、２３０℃で３０分間ポストベークを行った。これにより、カ
ラーフィルター層の非画素領域上に図１７に示されるパターン状の高さ１．５μｍの切り
欠き部があるスペーサー部を形成した。次に、上記スペーサー部を覆うように光二量化反
応型の光配向膜材料（商品名：ＲＯＰ-１０２、ロリックテクノロジー社製）の２質量％
シクロペンタノン溶液をスピンコートし、１３０℃で１０分間乾燥した後、直線偏光紫外
線を約１００ｍＪ／ｃｍ２照射し、配向処理を行った。
【０２６８】
（ＴＦＴ電極側基板の作製）
　ＴＦＴ電極層が形成されたガラス基板をよく洗浄し、このガラス基板上に、光二量化反
応型の光配向膜材料（商品名：ＲＯＰ-１０３、ロリックテクノロジー社製）の２質量％
シクロペンタノン溶液をスピンコートし、１３０℃で１０分間乾燥した後、直線紫外線偏
光を約１００ｍＪ／ｃｍ２照射し、配向処理を行った。
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【０２６９】
（液晶表示素子の作製）
　次に、真空チャンバー内に配置したホットプレートを１００℃に加熱して、このホット
プレート上に作製した強誘電性液晶用基板を配置し、１００℃に加熱したインクジェット
ヘッドを用いて、強誘電性液晶（商品名：Ｒ２３０１、ＡＺエレクトロニックマテリアル
ズ社製）を塗布した。液晶は隔壁の間に塗布され、その形状は連点状であった。
　次に、作製したＴＦＴ電極側基板を、吸着プレートで吸着し、ＴＦＴ電極側基板および
強誘電性液晶用基板をそれぞれの配向処理方向が平行になるように対向させた。そして、
真空チャンバー内が１０Ｔｏｒｒになるように排気を行った状態で、両基板を密着させ、
一定の圧力をかけた後、真空チャンバー内を常圧に戻した。その後、強誘電性液晶を室温
まで徐冷することにより、液晶表示素子を作製した。
【０２７０】
（評価）
　作製した液晶表示素子について偏光顕微鏡で強誘電性液晶の配向状態を観察したところ
、表示領域全体で均一なモノドメイン配向が得られた。
【０２７１】
４．比較例２
　切り欠き部のないスペーサー部を形成したこと意外は実施例２と同様の方法により液晶
表示素子を作製した。
　作製した液晶表示素子では、隔壁ごとに液晶のバラつきがあり液晶量の多い箇所で配向
乱れが観察された。
【図面の簡単な説明】
【０２７２】
【図１】本発明の強誘電性液晶用基板の一例を示す概略図である。
【図２】本発明の強誘電性液晶用基板におけるスペーサー部の形成比率を説明する概略図
である。
【図３】本発明の強誘電性液晶用基板の他の例を示す概略図である。
【図４】本発明の強誘電性液晶用基板の他の例を示す概略図である。
【図５】本発明の強誘電性液晶用基板の他の例を示す概略図である。
【図６】本発明の強誘電性液晶用基板の他の例を示す概略図である。
【図７】本発明の強誘電性液晶用基板の他の例を示す概略図である。
【図８】本発明の強誘電性液晶用ＴＦＴ基板の一例を示す概略図である。
【図９】本発明の強誘電性液晶用ＴＦＴ基板に用いられるＴＦＴ電極層の一例を示す概略
図である。
【図１０】本発明の強誘電性液晶用ＴＦＴ基板の他の例を示す概略図である。
【図１１】本発明の第１態様の液晶表示素子の一例を示す概略図である。
【図１２】本発明に用いられる強誘電性液晶の単安定性について説明する概略図である。
【図１３】本発明の第２態様の液晶表示素子の一例を示す概略図である。
【図１４】本発明の第２態様の液晶表示素子の他の例を示す概略図である。
【図１５】本発明の第１態様の液晶表示素子の製造方法の一例を示す概略図である。
【図１６】本発明の第２態様の液晶表示素子の製造方法の一例を示す概略図である。
【図１７】本発明におけるスペーサー部の形成態様の一例を示す概略図である。
【図１８】強誘電性液晶の印加電圧に対する透過率の変化を示したグラフである。
【図１９】強誘電性液晶の有する相系列の相違による配向欠陥の違いを示した図である。
【図２０】ＯＤＦ方式の一例を説明する概略図である。
【符号の説明】
【０２７３】
　１　…　基板
　２　…　共通電極
　３、３’　…　スペーサー部



(47) JP 2009-3358 A 2009.1.8

10

20

30

40

　４　…　切り欠き部
　５　…　カラーフィルター層
　５ａ、５ａ’、５ａ’’、５ａ’’’　…　着色層
　５ｂ　…　オーバーコート層
　５ｃ　…　遮蔽部
　６　…　配向層
　７　…　流入防止部
　１０、１０’、１０’’　…　強誘電性液晶用基板
　２０、２０’　…　強誘電性液晶用ＴＦＴ基板
　２１　…　基板
　２２　…　ＴＦＴ電極層
　２２ａ　…　ＴＦＴ電極
　２２ｂ　…　画素電極
　２２ｃ　…　保護層
　２２Ａ　…　ゲート電極
　２２Ｂ　…　ゲート絶縁膜
　２２Ｃ　…　半導体層
　２２Ｄ　…　ソース電極
　２２Ｅ　…　ドレイン電極
　２３　…　スペーサー部
　２４　…　切り欠き部
　２５　…　配向層
　３０　…　ＴＦＴ電極側基板
　３１　…　基板
　３２　…　ＴＦＴ電極層
　３２ａ　…　ＴＦＴ電極
　３２ｂ　…　画素電極
　３３　…　配向層
　４０　…　液晶表示素子
　４１　…　液晶層
　４１’　…　強誘電性液晶
　４２　…　シール材
　５０、５０’　…　対向基板
　５１　…　基板
　５２　…　共通電極
　５３　…　配向層
　５４　…　カラーフィルター層
　６０、６０’　…　液晶表示素子
　６１　…　液晶層
　６１’　…　強誘電性液晶
　６２　…　シール剤
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摘要(译)

要解决的问题：提供用于铁电液晶的基板和用于铁电液晶的TFT基板，
其可以使用在短时间内具有较少显示不均匀性的铁电液晶来制造液晶显
示元件作为其主要对象。 解决方案：本发明是一种铁电液晶的基板，具
有基板，形成在基板上的公共电极，以及在公共电极上形成条纹的多个
间隔部分并且，在间隔物部分中形成铁电液晶可以流过的凹口部分，以
解决上述问题。 点域1
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